
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

6001

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人は、我が
国にとり、とくに研究関
連人材養成の主要な組
織である。諸外国と肩を
ならべ、もしくは諸外国
をリードするにふさわし
い施設等の整備は積極
的に推進されるべきで
ある。

十分な施設、最新の設
備が世界に伍する人材
の育成、研究の遂行に
必須であることは明ら
かであろう。我が国が
知的財産をもとに国際
競争に打ち勝つために
は、その基盤の一つで
あり、人材育成の要で
ある国立大学法人等の
施設の整備を進めるこ
との必要性は明らかで
ある。実際新興著しい
アジア諸国や欧米での
大学施設の実態と本国
のそれとの落差は大き
く、至急の改善が必要
である。

6002

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

本事業にはさらに力を
注ぐべきである。

本事業は多くの施設と
の共同研究の要とし
て、様々な難治性疾患
の原因究明の中心的な
プロジェクトとして位置
付けられる。本事業の
推進によって、種々の
難治性疾患の原因が解
明され、新規治療の開
発が加速されると考え
られる。

6003

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

農業は国家の基幹をな
すものであるが、産業
的な地盤は脆弱であ
り、農地の維持、食料
の安定供給、生産者の
所得向上のために国策
として本事業を推進す
べきである。

本事業は、農業の現場
で実用的な問題解決を
目指しており、これまで
にも多くの成果が得ら
れている。食料、飼料、
観賞植物などの輸入が
増加する中、国内農業
を衰退させないために
は、基礎研究と応用研
究を国策として推進す
る必要があると考える。

6004

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

デバイスがフレキシブ
ルであることは、一般人
にはまだまだ驚きをもっ
て迎えられることです。
これが軽く大型でしかも
低コストであれば、技術
応用により大きな需要
が見込めます。費用対
効果も高いと思います
ので、このまま推進して
いただきたい。

メートル級の軽くやわら
かい基板上に素子や回
路を印刷出来ることは
身の回りの生活を大きく
変える可能性を充分秘
めていると思います。産
業界からひとつの家庭
まで応用できる技術
は、他国に先んじて我
が国が制するべきだと
思います。

日本の知的産業に対し 日本の知的産業に対し
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6005

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133 科学研究費
このまま
推進す
べき

て一定以上の水準を維
持するためには、大学
での科学研究への投資
は必要不可欠と考えま
す。そのためには科学
研究費の一層の充実に
より、より多くの大学に
て有意義な研究に携わ
る研究者を支援するこ
とが必要と考えます。

て一定以上の水準を維
持するためには、大学
での科学研究への投資
は必要不可欠と考えま
す。そのためには科学
研究費の一層の充実に
より、より多くの大学に
て有意義な研究に携わ
る研究者を支援するこ
とが必要と考えます

6006
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

国際的に優れた科学力
を示すため、このような
最先端研究は必要で
す。

ノーベル賞というのは国
際科学力を図る１つの
指針となります。それだ
けでなく、Ｂファクトリー
加速器のような高度な
システムは、それが日
本に存在し、維持できて
いて、活用できるという
だけで、科学力を持った
人間を国内に招くことに
もつながります。

6007

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

・日本の経済発展の根
幹とも考えられる科学
研究の支える重要な競
争的資金であり、予算
の拡充が必要である。 
・研究費の拡大は、若
手研究者の育成推進に
もつながる。

・大学の研究費が削減
されている状況で、公的
な研究資金の拡充は大
変重要である。 
・若手研究者の様々な
新しい意見や発想を取
り入れるためにも、幅広
く応募しやすい制度で
ある。

6008
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

材料、プロセス、製品規
格の基準の確定してい
ない印刷エレクトロニク
スは、次世代表示デバ
イスの世界的な技術開
発競争に勝ち抜くため
の要素技術になりうると
予想される。先行して開
発事業を進めて競争力
を高めるため、本施策
を推進していただきたい
と考えている。 

有機物等を用いたフレ
キシブルデバイスの製
品化、上市のために
は、簡便に安価にディ
スプレイを作成できる印
刷技術および材料の開
発が必須である。次世
代ディスプレイ開発の
中心が海外に移りつつ
あるなか、国内の技術
水準維持と国際競争力
を高めるため、本課題
の推進が必要であると
考えている。 

6009
官公
庁

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業に力を注
ぐことが日本の基幹産
業にとって重要だと思い
ます。光通信産業は日
本の成長産業となり、
将来の雇用対策にもつ
ながると思われます。 
 光通信産業技術の研
究開発は強力に推進す
べきではないでしょう
か。

日本の光ファイバーサ
ービスは世界のトップク
ラスであり、国際競争力
を考えると、地位を維持
するための研究開発は
非常に重要なことです。
 また、光通信産業は
すべての産業の基盤に
もなり、光通信産業だけ
の問題ではないと思わ
れます。
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6010

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

日本の科学技術を振興
させるための手段の一
つとして、ぜひ本プログ
ラムを推進させていた
だきたい。

科学技術立国という国
策は多くの国民の支持
を得ていると考えられ
る。科学技術振興政策
の基本は、研究者の新
しい知の創成に向けて
のインセンティブを高め
ることにある。博士課程
教育リーディングプログ
ラムは、近い将来、日
本の科学技術振興に貢
献する人材育成の場と
なることが多いに期待さ
れる。

6011

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

中小企業にとっては大
企業と違って企業のみ
で製品化まで進めるこ
とは困難であり、大学と
の協働によって、製品
化を進めることができる
ため、本事業のようなプ
ロジェクトは地域の活性
化や中小企業の生き残
りに非常に重要な役割
を果たしているので、継
続すべきである。

ここ数年の参画企業の
反応を見ていると景気
悪化の影響は大きく、
開発に十分な人手を割
けない企業がある。そ
のような状況下である
ため、本事業で雇用さ
れている研究員や研究
補助者が本事業の開発
に専念して研究を行な
えることで、製品化を進
めることができると企業
からの声を多く聞く。ま
た、企業にとっては大学
は敷居が高いと思って
いるところが多く、本事
業のようにコーディネー
ターが間に入りマッチン
グしていくことも企業に
とっては製品化を進め
る上で重要なことである
と考える為、本事業の
継続は必須であると考
える。

6012
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

安全・安心な社会を支
える災害監視や地球観
測システムにおいて、
高解像度の観測データ
を伝送するための大容
量通信技術は必要不可
欠であり、これを実現す
る光空間通信技術の開
発は、ぜひとも推進す
べきと考える。 
特に、近年増大する観
測データを電波で伝送
することはすでに限界
に近付いており、これに
代わる高速な光空間通
信技術を確立すること
は急務である。 
世界的にみても革新的

災害時や地球規模の観
測において有効となる
通信技術の開発は安全
面で非常に重要だが、
技術リスクが高いため
民間での開発は困難で
あり国が主導すること
が望ましい。 
光通信分野における国
際的なリーダシップを維
持していくためにも、ま
た海外展開を想定して
いる宇宙産業において
世界的にもダントツの技

3



な本技術を早期に実現
することが、我が国の光
通信分野や航空宇宙産
業における国際競争力
の向上に直結するもの
と期待される。

術とするためにも重要
な研究と考える。

6013

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本、プログラムは縮小な
どすべきでなく、このま
ま継続すべきである。ま
た来年度で本プログラ
ムは終了であるが、成
果を継続できる方策、
仕組みを予算的にも確
保すべきと思う。

メーカを退職後、本プロ
グラムに対し、ある大学
で特別講義など支援を
おこなっている者です。
このプログラムは、従来
の研究室に閉じがちな
な博士課程学生育成の
枠組みを破り、新たな
総合的な博士課程学生
の育成の基盤作りに大
きな役割を果たしている
と考えます。

6014

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは，日本の科学技
術の進捗に大きな役割
を果たしている．研究の
推進だけではなく，科学
者の教育もこれから世
界をリードするうえで重
要である．

日本は資源に乏しく，こ
れまで卓越した技術・製
品を世界に輸出するこ
とで，その優位性を保っ
てきている．そのため，
常に世界をリードする技
術・製品を産み出してい
くためにも，大学の強化
は必須項目である．ま
た，すぐ製品として利用
できる応用技術だけで
はなく，１０年２０年先を
見据えた基礎技術の開
発も推進すべきである．

6015

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25110

食品医薬品
等リスク分析
研究（食品の
安全確保推
進研究）

このまま
推進す
べき

国際的位置付けの項目
が「－」とされているが、
「上位」が妥当ではない
か。また、H23概算要求
額がH22予算額に比し
20％以上減額になって
いるが、少なくともH22レ
ベルに修正すべきと考
える。

食習慣、食材のもつ特
性は各国により異なっ
ていることから、食品安
全基準の国際標準化作
業に積極的に貢献する
ことは、我が国に負担
の小さい基準設定にも
繋がる重要な課題であ
る。 
また、遺伝子組換え食
品や遺伝毒性のある発
がん物質の安全性評
価、リスク管理など、新
たな課題がある現状で
の予算減額は適切では
ない。

6016

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

・経費の適正な使用，
活用を確認できる申請
を採択する 

・立派な研究であって
も，経費の不正利用が
見られるため，まじめに
取り組む研究を採択す
る。 
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6017

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24115

分子イメージ
ング研究戦
略推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

分子イメージング技術
の発展は高齢社会にお
ける医療技術として非
常に重要であり期待で
きる分野であると考えま
す。継続した支援をお
願いいたします。

分子イメージング技術
の発展には大学・病院・
企業等の連携により構
成される研究体制を構
築し、技術の実証に向
けた共同研究開発が必
要です。施策として行う
べきだと考えます。

6018

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8 は世界最強の
放射光施設であり、X線
を使った物質構造研究
など広い応用研究が行
われている。応用研究
のほかにも基礎研究も
担っており、ハドロン物
理を推進するBL33LEP 
では世界に先駆けて5
つのクォークからなるΘ
+を発見することに成功
した。KEKBも含めて日
本はエキゾチックバリオ
ン状態の研究で世界を
リードしている。この足
がかりを作ったSPring-
8の重要性は極めて高
く、その状態も維持され
るべきものである。

基礎研究はすぐに製品
開発などに応用される
ものではないが、日本
国力の基礎を支えるき
わめて重要なものであ
る。特に加速器を使った
ハドロン物理の研究で
は日本は世界をリードし
ている状態である。ハド
ロン物理に限らず、基
礎研究において世界を
リードすることは日本人
としての誇りを芽生えさ
せ、結果として国力の
増強につながると信じ
る。

6019
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

スマートユーティリティ
ーネットワークは、これ
からの情報通信の要で
これが日本の新たな産
業を産み出していく源と
なる。

小型で省電力で高速、
広帯域で安価な通信手
段が、あらゆる人に必
要な社会になっていくべ
きだと思うため。

6020

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学などがこれからも
成長と発展を続けて遂
げていくために、イノベ
ーションにより新しい価
値などを生み出すこと
が絶対的に重要な事で
あり、教育力・研究力を
強化すること。また、大
学附属病院においては
質の高い医療を提供す
るためにも、本事業は
極めて重要である。

豊かな人材養成や独創
的また先端的な学術研
究を推進するために、
安全性(耐震等)そして
機能性に問題のある既
存建物の改善、高度
化・多様化する教育研
究活動に必要な新たな
スペースの確保。また、
地域医療の最後の砦と
なる大学附属病院の再
生を行い、高度先端医
療等の提供を行うこと
は、国民にとって有益な
ことである。

総合科学技術会議が選
定した 23 項目の革新
的技術(H20.5)の1つに
「高速大容量通信網技
術・オール光通信処理
技術」があげられてい

国民の重要な社会イン
フラとなっているインタ
ーネットのトラヒックが増
大し続けている。それを
収容するためのネットワ
ークの大容量化と共
に、消費電力を削減す
ることが喫緊の課題と
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6021
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

る。その技術開発を加
速するため、総務省や
NICTのフォトニックネッ
トワークに関する委託
研究開発に対して最優
先でこれまで以上に予
算を配分し、低消費電
力かつ高効率なインタ
ーネット通信インフラを
実現するフォトニックネ
ットワーク技術開発を加
速すべきである。 

なっている。通信機器メ
ーカーは圧倒的なコスト
圧力を海外メーカーか
ら受けており、日本の技
術力は世界最高である
ものの、開発コストを価
格に上乗せできず、国
として重要な低消費電
力ＮＷインフラを実現す
るための研究開発を企
業単独では実施でき
ず、国家による推進が
必須である。 

6022

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

がんは、人類が克服す
べき、最大の疾患であ
る。そしてがんの研究こ
そ、細胞生物学および
分子遺伝学の基本をな
すものである。がん研
究の底上げが、生命科
学の発展を支える。

がん研究を通して、現
代の生命科学の多くは
発展を遂げてきた。生
命科学の発展、生命科
学研究者の育成を目指
すならば、がん研究に
資金を投じることが、も
っとも有効である。

6023

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学全入時代に入り、
大学生が学問の意欲を
失っている。教育価値
が無い。もっと縮小し
て、大学を淘汰すべき。
専門学校を作るほうが
良い。

大学は何であるのか？
その根本を考えたとき、
必要の無い大学が多す
ぎる。就職予備校を求
める政策もあるが、それ
なら専門学校で十分。

6024
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

石油の安定供給および
温暖化防止のためのＣ
Ｏ２削減を推進する上
で残渣油や重質な原油
を効率的に処理する技
術の開発は、現実的に
最も効果を期待できると
考えるため、このまま推
進すべきである。

石油の安定供給および
ＣＯ２削減に直接効果を
もたらす技術であると考
えるため。

6025

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24109

海洋研究開
発機構運営
費交付金「地
球環境変動
研究」

このまま
推進す
べき

地球環境問題を正しく
理解し、対策を施すに
は、現在気候の正しい
把握と、将来予測に向
けた数値モデルの技術
向上が大前提である。
この立場に立ち、世界
の気候変動研究をリー
ドする当該施策はさらに
充実させるべきテーマ
である。

当該施策の実施により
現在まで着実な成果を
出し、地球環境の現状
認識と将来予測に向け
た正確な情報発信がな
されており、資金投入に
対する確実な成果が見
込まれる。また、特に、
当該施策では世界をリ
ードするプロジェクトが
実施されており、グリー
ンイノベーション分野の
国際社会における日本
のスタンスをより高いも
のとしている。

大学・
公的
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6026

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24015
観測・予測研
究領域

このまま
推進す
べき

自然災害による被害を
軽減するために推進し
てほしい。

巨大地震の発生が予想
されているため。

6027

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費，特に基礎
研究を支える資金を十
分に用意すべきであ
る。以前に比べれば増
えているが，それはこれ
までがあまりに少なかっ
たためである。特に，気
候変動や自然環境の問
題を理解していくため
に，海洋を初めとする自
然の研究に予算をあて
がうことが求められる。

資源の少ない我が国
は，経済国家として国
際的な地位を得てきた
が，既にそうした生き方
は難しくなっている。こ
れからは，科学の研究
分野で国際的な存在感
を発揮することが以前
にも増して重要になる。
大学など教育研究機関
の体力を奪っている運
営費交付金の削減を直
ちにやめるとともに，先
端的研究を推進できる
研究レベルの維持と発
展のために，科学研究
費補助金（特に自然研
究分野）の増額が必要
である。

6028

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

このまま
推進す
べき

費用、対象を減ずること
なく継続すべきである。

研究者を育てる、研究
に打ち込める機会をなく
さないために、継続は
必須であると考える。

6029
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

企業研究で手が出ない
があれば多いに研究が
促進される基板技術を
構築する上で必要不可
欠である。内容の吟味
は必要であるが、現在
の内容は問題ないと考
える。更に見えていない
分野についての追加が
必要であり、成果内容
の公開、追加可能な設
備を公募する必要があ
る。

企業研究で必要である
が手が出せていない事
例をいくつも抱えてい
る。また、どの様なこと
が出来るかが充分公開
されていないため、ニー
ズとシーズがリンクして
いない。

6030
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

本施策は構築した研究
基盤を共同研究や外部
利用促進等で研究機関
等へ提供されるもので
あり、産業側としても推
進すべき施策と考える。

立体構造に基づく医薬
品候補物質の探索は、
効率的な医薬品の開発
に欠かせないものであ
る。

上空からの観測画像デ
ータの通信による転送
は、資源探査や国土管

光空間通信は、すでに
ファイバ伝送ではテラビ
ットをこえ、ペタビットが
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6031
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

理等において、迅速な
対応を可能とする、非
常に期待される重要な
技術ですとくに、リアル
タイム性がたかまるこ
と、それを高精細な画
像で対応可能とするこ
とは、激甚災害対応の
点で非常に重要であ
る。光通信は、ファイバ
通信で実証されている
ように、上記の要望を達
成する可能性のきわめ
て高い技術であり、国
家インフラの点から基
盤技術確立を急ぐべき
である。 

目指されている。空間
通信というファイバに比
べ通信が困難なアプリ
ケーションについては、
技術開発がチャレンジ
ングであるが、これを政
策により推進すること
で、国内のインフラ強化
はもちろんのこと、安全
需要が高い海外におい
ても、その展開シナリオ
が可能となる。これを実
現するために、まず技
術優位のための開発を
官民により推進すべき
である。 

6032

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は研究者が研究
を推進する上での「糧」
であり、ボトムアップの
本研究費は有効であ
る。現状維持でもいい
ので推進すべきであ
る。

研究費をどのように配
分するかは、議論が分
かれるところであろう。
しかしいったん決めたシ
ステムは、基本的には
できるだけ安定的に維
持すべきで、審査する
側も経験値が増すこと
でいいシステムができ
ていく面がある。

6033

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
あるとともに、より予算
を投入すべき事業だと
思います。

基礎研究なくして、応用
研究はありません。知
的財産という観点から
も、新しいもの、現象を
見つけ出すことが最も
重要だからです。私は
医学研究に従事してい
ますが、現在、治療法
が全く見つかっていない
多くの病気があります。
これらも、新しい病気の
メカニズムを発見するこ
とで、新たな治療法が
見つけ出せるのです。
以上より、科学研究費
補助金の事業を推進す
べきであると考えます。

6034

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

世界的に注目されてい
る加速器施設であるＢ
ファクトリーを高度化し、
ビーム強度において他
の追随を許さないレベ
ルにまで推進するべき
である。世界の基礎科
学においてトップレベル
の成果を挙げるために
必要十分な予算措置を

これまでにノーベル賞
に至る多大な功績を残
したＢファクトリー加速
器を高度化することによ
り、新しい物理法則の
発見・解明に多大な寄
与があることが大きく期
待される。日本の今後
の基礎科学分野を発展
させるために、世界でト
ップレベルの加速器施
設を推進することは絶
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行うべきである。 対的に必要であると考
える。

6035

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

革新的タンパク質・細胞
解析研究イニシアティブ
の推進に賛成。

タンパク質および発現
解析研究は、ともに基
礎研究的な側面が強い
ため、これらの研究成
果を医療や創薬などへ
の目に見える成果に直
接的また早急に結びつ
けることは難しい。しか
しこういった研究は網羅
的に行うことに意味が
あり、中途半端な状態
では結局誰にとっても
利用価値のない状態に
なってしまう。このような
基礎研究こそ、なるべく
早い段階で研究を完遂
できるよう支持して欲し
い。

6036

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国際的課題である環境
対策の推進や施設の耐
震化また、世界トップに
立つための最先端研究
環境の整備は、国立大
学法人等の機能を発揮
するために必要不可欠
なものである。よってこ
の施策を支持するもの
である。

日本は、国土も狭く資
源も少ない国である。こ
れまで経済大国として
発展出来たのも独創性
豊かな人材養成や独創
的・先進的な学術研究
を推進してきた国立大
学法人の役割が大きい
からである。これからも
持続・発展させるために
は基盤となる教育研究
環境の整備・充実は不
可欠と考えるから。

6037

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

予算を増やして欲しい。
（２倍くらいに）

現状が４人に１人くらい
の採択率である。残り３
人は研究できない。 
人材を十分に活かしき
っていないと思う。 
予算を倍にして、２人に
１人くらいの採択率には
してほしい。

6038

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

J-PARCはその研究対
象分野が極めて幅広い
「複合大型」プロジェクト
であるにも関わらず、望
遠鏡や核融合装置とい
った「単能大型」プロジ
ェクトと同列に扱われて
おり、それに見合った予
算措置を受けていると
は言い難い。「複合」さ
せることにより初期投資
を大幅に軽減出来たこ
とも考慮し、「プロジェク
トあたり」ではなく対象

J-PARCは大型研究装
置を必要とする研究の
中でも、１）その対象分
野が素粒子・原子核物
理から物質・生命科学、
さらには産業応用まで
という極めて幅広い分
野にインパクトを与える
点、２）大強度陽子ビー
ム利用施設として国内
で唯一であるのみなら
ず、アジア地域でも唯
一、さらに、このまま予
定通り整備をつづけれ
ば文字通り世界最高の
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分野の広さに応じた運
営予算を付けるよう見
直して推進すべき。

性能に到達するであろ
う点から、他の大型計
画とは一線を画すると
考えられるからである。

6039
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27155
石油資源遠
隔探知技術
の研究開発

推進す
べきでは
ない

27156があるので不要。 
CO2削減のため石油資
源を下げるより太陽電
池と風力に全資力を集
中するべき。 

 
財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。

6040
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存住
宅等の性能
評価技術の
開発

このまま
推進す
べき

今後の中古住宅市場の
拡大を踏まえた非常に
有意義な取り組みと考
えられる。一方でこの計
測技術及び図面化をど
のようなアプリケーショ
ンで運用するのか十分
な検討が必要と考えら
れる。専門性の高い
CADや簡易BIMなどの
アプリケーションか、一
般の人が操作可能なマ
イホームデザイナーな
どのアプリケーションな
のか、それにより情報
更新の主体、頻度、精
度などが大きく変わるよ
うに思われる。

現在の建築図書は「住
宅をつくるための図書」
であり「住宅を使うため
の図書」になっていな
い。中古住宅市場の拡
張に「住宅を使うための
図書」の整備は必要不
可欠である。その時に
その図書を「使う主体と
してのユーザーが更新
できるようなフォーマット
にする」か「「ユーザー
が依頼してプロが更新
できるようなフォーマッ
ト」かの判断が必要であ
る。アメリカのようにDIY
が発達すると前者のよ
うなフォーマットが有効
であり、従来の日本型
のようにあくまでも専門
性の高い建設業の新業
態として中古市場をター
ゲットにする場合は後
者になる。最終的には
双方が同期するような
状況になると思われる
がそのような意識をもっ
て取り組まないと、活発
に活用される技術にな
り得ないと思われる。 
専門性の高いプロフェッ
ショナルが行うのか、生
活者自身の手で行うの
か大きな判断が必要に
思われる。今後ホーム
センターなどとの連携に
よりアメリカのようなDIY
が発達した場合ユーザ
ー＝リフォーム主体と施
工者と表示技術につい
ては既存の流通ソフトも
含めて有効な

6041

大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
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法・公
設試
等）

省 べき 規模を拡充すべきであ
る。 

である。 

6042

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 「研究開発目標及び
達成期限」において、2
項目の 
「・消費電力が1/10とな
る超低電圧（0.4V以下）
において動作するデバ
イスのコア技術を開発。
(2014年)」 
と3項目の 
「・線幅１６ｎｍ世代以細
の次世代集積回路に資
するため、1)シリコンナ
ノワイヤ技術開発、2)次
世代メモリ技術開発、3)
新材料技術開発におい
て、トランジスタの基本
動作の確認、集積化技
術の可能性を見極める
とともに、必要な技術シ
ーズを確立する。(2012
年）」 
の達成期限の違いに疑
問があります。3項目は
2項目と同じく2014年あ
るいはそれ以降まで延
長するか、2012年に「技
術シーズを確立」したあ
とに技術シーズの導入
への展開を新たに2014
年以降まで実施すべき
と考えます。

理由は、項目3（シリコン
ナノワイヤ技術、次世
代メモリ技術、新材料技
術）は項目2（超低電圧
において動作するデバ
イスのコア技術）を達成
する基盤技術そのもの
に他ならないからです。
後者を先に達成したとし
てやめたあとに前者を
進めるということは不可
能であり技術の内容を
考えると矛盾した計画と
言えます。CMOSデバイ
スの飛躍的な低消費電
力化は、ナノワイヤトラ
ンジスタの実用化や
High-k絶縁膜技術を代
表とする新材料利用技
術の開発が最重要かつ
最も現実的です。この
技術分野では最近数年
で日本が世界をリード
できる可能性を示唆す
る芽が顕著に出てきて
おります。これを社会に
貢献できる技術に持っ
て行けるかどうかの正
念場の段階にありま
す。これを立ち枯れにす
ることなく、次代の日本
のデバイス技術と産業
がグリーンイノベーショ
ンで主導的立場となる
ことを目指すべきである
と考えます。

6043
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
す。 
若い世代にとって魅力
ある職業の一つであり、
雇用拡大が見込まれま
す。

日本の光ファイバーサ
ービスは世界のトップク
ラスです。 
これを維持していくこと
は、日本の国際競争力
を考えると大変重要な
ことです。 
光通信産業はすべての
産業の基盤になるもの
であります。また、最も、
成長が見込める産業で
あります。

その 40～ 総務 超高速光エッ このまま

光通信産業は今最も力
を注ぐべきますます力
を注ぎ、発揮していく産
業だと思います。 
もっともっと、発展させ、

光通信産業は、これか
らの日本の産業の中で
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6044

他 49歳 省

20102

ジンード技術
の研究開発

推進す
べき

雇用の問題解決にもな
るのではないでしょう
か。若者が、最も注目し
ている分野の産業で
す。

最も重要なグリーンIT
産業である。

6045

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備
を促進するため、テニュ
アトラック制を実施する
大学等に対して、新規
に採用するテニュアトラ
ック教員の研究費を支
援し、テニュアトラック制
の普及・定着を図ること
は、今後の人材育成に
とって非常に重要であ
る。

若手研究者の育成は我
が国の今後を左右しか
ねない重要な問題であ
り、研究者が自立して
研究できる環境を整備
していくことは、科学技
術創造立国を目指す日
本にとっては、非常に重
要である。

6046
小・
中・高
校

30～
39歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

 糸川英夫先生から始
まり、今年話題となった
はやぶさの帰還に貢献
した日本の個体ロケット
技術を維持・推進して行
ってほしい。 
 また、地元住民と一体
となって日本の宇宙開
発を支えてきた、内之
浦宇宙観測所からの打
ち上げを視野に開発を
進めてほしい。

 外国からの技術供与
を元にしたコピー品でな
く、０から国内で開発し
た技術を維持すること
で、我が国独自の宇宙
開発を行うことが、諸外
国に対する発言権の強
化、交渉を有利に進め
る材料となる。技術継
承のためにも、このまま
推奨していくべきと考え
る。 
 何らかの理由で液体
ロケットが使用不能とな
った場合の保険としても
機能させるため、射場を
種子島以外に設定する
ことが必要である。

6047

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24021

社会防災研
究領域（災害
リスク情報プ
ラットフォー
ム）

このまま
推進す
べき

自然災害による被害を
軽減するために推進し
てほしい。

巨大地震の発生が予想
されているため。

6048

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
であ 
る。

大学・

言わずもがな我が国の
研究を心に支える競争
的研究資金である。長
年に渡る試行錯誤の 運営費交付金の削減が

12



6049

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

末、様々な形態の研究
費が準備されており継
続的に研究を発展させ
ながら資金を獲得でき
る制度となっている。現
状の問題点である、萌
芽的な研究のサポート
の弱さが今回補われる
ような内容となっている
のは是非とも推進すべ
きである。

つづいている中、競争
的研究資金としての科
学研究費補助金の重要
性は増大するばかりで
あり、研究費増額に加
えて制度としてのさらな
る充実を期待している。

6050

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

インターネットに代わる
新しいネットワークを構
築，運用するための研
究開発は欧米において
NFS，FP7/8のもとで精
力的に推進されており，
本分野における国際競
争力の向上のために
も，我が国として取り組
むべき最重要施策の一
つであると考えます．

安全・安心・快適な国民
生活を実現するための
アプリケーションやサー
ビスの市場が今後急激
に拡大していくと考えら
れますが，そのために
はそれらを支えるネット
ワーク技術の革新的発
展が必要不可欠です．
現時点で本分野に対す
る予算を減ずることは，
社会基盤としてのネット
ワークを将来において
自力で構築，維持でき
なくなることを意味して
おり，継続的な措置が
必要と考えます．

6051

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

推進す
べきでは
ない

アピールするだけなら
不要。衛星の帰還ブー
ムに乗った政策はやめ
るべき。恒常的に何が
必要かを考えるべき。

起こった事件を解決す
ることは素晴らしい技術
だが、事件がなぜ起こ
ったかを経たないと、次
へは進めない。今の宇
宙事業のアピールは自
作自演で起こした殺人
事件を犯人が自分で解
決しているようなもので
ある。

6052
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最先端
の物性、基礎科学を展
開している施設なので
推進してほしい。

J-PARCミュオン施設に
て新基軸のビームの計
画は今後の未来に役立
つ研究なので是非推進
してほしいと思います。

6053
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

国際的な技術力を世界
に示すアピールの場で
ある固形燃料ロケットは
必要。また、世界に対す
る間接的な軍事力の誇
示にもなります。

日本の固形燃料ロケッ
トというのは、世界から
見ても圧倒的に優れて
いながら、一度その歴
史に幕を閉じてしまいま
した。その際に一度失
われたものは大きく、こ
れを今復活させなけれ
ば日本は二度と固体ロ
ケットを打ち上げること
ができなくなってしまい
ます。
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6054

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24114

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球環
境予測・統合
解析に向け
た衛星観測
データの高
度化」【アクシ
ョンプラン施
策パッケー
ジ】

このまま
推進す
べき

地球環境のモニタには
衛星観測が欠かせず、
データベースの構築は
衛星そのものの実現と
同等の重要性を持って
いる。本施策は着実に
実施する必要がある。 

地球環境研究の推進の
ため、重要であるため。

6055

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策および、24119 
ナショナルバイオリソー
スプロジェクトのどちら
の施策においても、グリ
ーンイノベーションのた
めの基礎として重要な
植物の保存が、全く不
十分である。特に、種子
や成体の形での保存が
困難な樹木類につい
て、無菌の植物培養細
胞や組織の保存が、必
要である。個別の大学
に保存されている色々
な系を、消える前に急
いで手を打つべきであ
る。研究データの国際
的な標準化が必要な次
世代の研究者のために
残すように、推進の予
算を投入すべきである。

国の大きな方向であ
る、グリーンイノベーショ
ンを支える事業として、
また、国際的な技術の
標準化のために、必須
なリソース確保事業で
あり、今推進しないと、
日本研究の財産は消え
てしまいます。

6056
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速エッジ
ノード技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

高速光通信によるブロ
ードバンドサービスは、
既に我々の日常生活と
密接に関係しており、今
後の更なる容量需要を
確実に支える通信技術
の研究開発は不可欠で
あると考えます。

ICTによるグリーンイノ
ベーションの実現は、今
後、必要不可欠な検討
課題であると認識しま
す。本施策は我々の日
常生活に不可欠なもの
となりつつある大容量
光通信の実現のための
研究開発と、個々の技
術開発の蓄積によりICT
分野におけるグリーンイ
ノベーションの実現を目
的としている点にその
重要性を感じます。

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部 テニュアトラ

改善・見
直しをし

ポスドク1万人計画であ
ふれた若手研究者に次
の職とチャンスを与える
政策として進めてほし

自己責任と声高に言わ
れるが、若手の研究者
たちはそれもすべてわ
かったうえで進学し、研
究を行おうとしている。
研究や人材は日本では
かけがえのない資源で
あり、今の職のない状
況が続けば若手の優秀
な人たちは進学しない、
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6057

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24008

ック普及・定
着事業

た上で推
進すべき

い。ただし、常勤への審
査は明確な基準と十分
な時間をかけ、問題の
先延ばしにならないよう
にするべきである。

あるいは海外へ流出す
ることは免れない。この
ことはいま職にあぶれ
る若手研究者の救済と
ともに、次世代を担う若
者に研究を行う機会を
失わせないためにも、
研究者のキャリアパス
を確立することは非常
に重要である。

6058

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

優先してこのまま推進
すべき

競争的研究資金の中で
最も公正に審査がされ
ている価値のある研究
資金である。ただ、内容
については大学の生活
費的運営費の穴埋めな
のか先端科学推進のた
めの研究費なのか性格
を分けないと対価効率
が悪くなる。

6059
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

エネルギー消費等の現
在のネットワークが抱え
る問題を抜本的に解決
するに技術開発は将来
に渡り重要な社会基盤
として 
国際的にも先端技術を
維持・推進するために
推進します 

既存のJGN網における
多岐な研究報告は極め
て貴重で価値が高いも
のであり、JGN-X網は
更なる結果が期待でき
る 

6060

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

高齢化、多様化、複雑
化が進む現代社会が直
面する様々な課題の克
服に向けて、脳科学に
対する社会からの期待
が高まっています。この
ような状況を踏まえ、
『社会に貢献する脳科
学』の実現を目指し、社
会への応用を明確に見
据えた以下の研究領域
等を戦略的に推進する
必要があると考えます。

日本の脳科学分野は世
界の中でも確立した地
位を築きつつある。より
挑戦的な研究をおこな
い成果を上げるには継
続・安定した支援が必
要であるとかんがえま
す。将来の科学技術の
基礎となる研究に引き
続き支援をお子なるべ
きだと考えます。

6061

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

自然災害による被害を
軽減するために推進し
てほしい。

巨大地震の発生が予想
されているため。

世界的な経済不況の中
で、秋田県の経済・雇
用状況は更に厳しく、産
業集積も進んでいない
状況にある。地域資源
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6062
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

本事業の実施が必要で
ある。また、戦略的基盤
技術高度化支援事業
（施策番号27105）、研
究成果最適展開支援事
業（施策番号24185）の
実施による相乗効果が
期待できる。

を活用した研究開発を
促進し、産業振興を図
るためには、地域の実
情に合わせた利便性の
よい競争的研究開発資
金を充実させるととも
に、大学等研究機関と
地域企業との連携を促
進する産学官連携コー
ディネータの増員や、技
術支援スタッフの配置
など、新事業・新産業が
持続的に創出される環
境をさらに整備していく
必要がある。

6063
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

早く花粉症のワクチンを
実用化してほしい

花粉症で毎年医者に行
って薬をもらわなくては
いけない。 
医療費の抑制のために
も完治できるワクチンを
実用化してほしい。

6064

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

ここ数年揺らいでいる
方針を安定させ、継続
すべき。

日本の科学を下支えす
る資金である。安定継
続すべき。

6065

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

元RPDです。所属学会
でも機関でも女性研究
者は増えてきましたが、
DINKSの時はさておき
妊娠以降はどうしても
女性への負担が高くな
ります。男性研究者も
未婚・子がいない研究
者も気付いていなかっ
たり目をつぶっていたり
で今迄来ました。少しで
も出産育児をサポート
できる体勢を育てて行く
事が大事だと思ってい
ます。

学校を挙げてサポート
しようという素地のある
大学に先例をつくっても
らい認識を広める、ノウ
ハウを共有することに
は賛成ですし、機関数
も当面妥当かと思いま
す。研究者の数が桁違
いに多い事も知ってい
ますが、対象分野を限
定することについては
（非対象分野に属する
者としては）いささか懸
念を感じます。

6066

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

住宅は1点ものであり，
劣化を含む性能評価
は，簡単ではない．ま
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6067
民間
企業

30～
39歳

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存 住
宅等の性能
評価技術の
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

た，それらを効率的に
行うには，3次元計測技
術に加えて，劣化の具
合を図るための探査技
術等を用いた評価が適
切であると考える．「簡
易に効率よく」という切
り口ではなく，どうすれ
ば「正しく」評価でき，真
の意味での「長寿命化」
できるのかという切り口
で性能評価技術を確立
するべき．

住宅は，個人が建てた
ものであり，構造・材料
等の選択には一貫性が
ない．それらを『容易に
把握し、その性能を効
率的に評価する』という
ことは簡単ではない．

6068
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27167
二酸化炭素
削減技術実
証試験事業

推進す
べきでは
ない

27167などの自然エネ
ルギー以外の研究をや
めて、自然エネルギー
研究に集中すべき。 

 
CO2削減のため石油資
源を下げるより太陽電
池と風力に全資力を集
中するべき。 
財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。 

6069

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産施策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

食糧の安定供給、農家
の経営改善に不可欠な
技術開発の実用化を目
指した事業であり、今後
も推進すべきである。

将来にわたる安定的な
食糧供給のためには、
農業技術の進展が不可
欠である。また、差し迫
る資源枯渇、地球温暖
化に対処する技術開発
には、産学官の連携に
よるイノベーションが重
要であり、本事業はそ
れに果たす役割が大き
いため。

6070

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学院における教育機
能を強化するために支
援策して重要。と、いう
か、ようは、若者の明る
い未来のためになる、
よかことなら何でもせん
ばとじゃなかとですか

未来の日本をささえる
夢ある人たちのため
に、私たちおじちゃんた
ちが考えるべきことでは
ないでしょうか。  

6071

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

・地道な取り組みで複数
回の申請でも不採用に
なっている申請にも光を
あてる。 

単なる々の申請ではな
く，年々，研究が進みつ
つ，申請しても不採択に
なっている研究には，将
来性があるかもしれな
いので，リスクは高いか
もしれないが，採用して
様子を見ることも必要だ
と考える。 

昨今の状況を見ると、
種々の分野においてグ

フォトニックネットワーク
は伝送容量が増加する
だけでなく、ネットワーク
を運用するために必要
な電力量を抑制する効
果が期待できる。現在
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6072
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

ローバルな活動が発展
しており、これに伴って
通信容量の増大は不可
避と考えられる。電気的
な信号伝送の限界値は
技術の進展により上限
があがってきてはいる
が、潜在的な能力として
は光にかなうものでは
ない。従って、フォトニッ
クにより構成されるネッ
トワークの実現は、将来
的に必要不可欠である
と考える。

の電気的な信号交換に
よるネットワークでは、
伝送容量の増大に伴
い、それに比例して電
力必要量が増大し、環
境負荷が増える恐れが
あるの。そこで、電力を
根本的に削減可能なフ
ォトニックネットワークを
実現することは、通信分
野だけでなく、環境分野
でも世界をリードするこ
とができ、国際的な標
準化などにも積極的に
取り組むことで、日本の
技術を世界に売りこみ、
ひいては日本企業の発
展に寄与することがで
きる。

6073
その
他

50～
59歳

経済
産業
省

27119

革新型蓄電
池先端科学
基礎研究事
業

このまま
推進す
べき

量子ビームなどの国レ
ベルでなければなかな
か行うことのできない解
析技術を通じて、自動
車メーカーや電池メーカ
が手を携えて蓄電池の
基礎的な解析や発展に
つなげることはこれから
の電気自動車の発展に
おいて意義がある。日
本の自動車産業や電池
産業の活力の維持や発
展がなければ経済の閉
塞感もなくならない。 
現在では新型蓄電池分
野では日本は世界一で
あるが、各国の追い上
げも激しく総力をあげて
取り組む必要がある。

今後産業技術の構造が
大きく変化していくこと
が予想される本格的な
電気自動車導入に向け
て、経済産業省が産業
振興の視点で蓄電池の
基礎研究に取り組むこ
とは従来にない政策で
ある。また、日本の産業
活力の維持を求めてい
かなければ工場生産の
みならず研究開発にお
いても空洞化が生じると
考えられる。 
自動車がEVに変われ
ば、これまでにないパラ
ダイムシフトが起こる。 
ぜひ、日本主役で成し
遂げていただきたい。

6074

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科研費は日本の学術研
究の礎でありこのまま
拡充を行い全ての分野
に充分研究資金がいき
わたるように配慮する
べきである。また制度に
ついて以下のような改
善を検討するべきであ
る。１）繰越などの手続
きによらず研究年限を
フレキシブルにするた
めに基金化、２）人では
なくプロジェクト単位で
の申請を可能として、大
型で組織的な研究の長
期的な支援をボトムアッ
プでできるように、３）自
身の雇用経費を出して

大学運営費交付金が減
少を続ける現在、科研
費のみが日本の学術研
究を支えており、日本の
学術研究のレベルを維
持するためにも拡充を
続けるべきである。高度
な学術レベルがなけれ
ば、日本の将来の成長
戦略の策定実現も、世
界から知的人材の確保
も困難である。その上で
現在の科研費使用のフ
レキシビリティを改善
し、研究現場の様々な
問題点を解決していけ
るように努力するべきで
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科研費により研究者生
活を維持できるような仕
組みの検討。

ある。

6075

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

ITER計画は核融合によ
るエネルギー開発研究
の非常に重要なステッ
プであり、国際協力を通
じて進めていく必要があ
る。

核融合は人類の究極の
エネルギー源となるの
で、その研究は国際協
力の元、協力に推進し
ていく必要がある。

6076
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

ICT分野は、信頼性、可
用性、サービス性に対
して極めて高いレベル
が要求されことが多く、
従来は利便性の面での
最高パフォーマンスを
目指すことが優先され、
365日24時間の電力使
用、高出力が当たり前
であった通信の領域お
いても、環境配慮の観
点から様々な取り組み
が進められようになっ
た。その1つに通信の常
時接続、広帯域化と言
った利便性を追求しな
がらも、通信の最適化
を目指し、最大限の省
電力化を図る。必要なと
きに、必要な分だけを
使う。と言った発想に基
づく、環境配慮型の技
術開発は、今後極めて
重要であり、本件、ICT
グリーンイノベーション
の取り組みの更なる強
化、推進を望む。

通信分野のおける利便
性の追求は、電力消費
を押し上げる（CO２排出
量増）傾向にあるが、こ
れまで絶対的な信頼
性、可用性、サービス
性の確保を目指す中で
は、その対策の優先度
は高いとは言えなかっ
た。しかし、発想を「いつ
でも使えるように準備し
ておく」から「必要なとき
に、必要な分だけを使
う。」に切り替え、そのな
かで高い信頼性、可用
性、サービス性の確保
を目指すイノベーション
は極めて重要と考える
ため。

6077

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

世界トップレベル研究
拠点プログラム（WPI)は
日本の研究施設の革新
的モデルとなりうるの
で、是非このまま推進
すべき。

世界トップレベル研究
拠点プログラム（WPI)は
非常に野心的なプログ
ラムであり、その評価方
法も含めてしっかりとし
たものを築きあげてい
き、新たな研究モデルを
提示していく使命をおっ
ている。

大学・
公的

 国立大学法人化後、
第２次国立大学等施設
緊急整備５か年計画や
国立大学法人等の自助
努力により、耐震化等
の老朽再生や狭隘解
消、アスベスト対策など
の取組を優先して、着
実に施設整備が図られ

 国立大学法人等にお
いては、これまで多様な
研究分野や産業等への
波及効果を生むととも
に国民に夢や希望を与
える大型のプロジェクト
をはじめ、先端的・独創
的な研究を推進するた
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6078

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 50～

59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

てきているところであ
る。 
 今後も安心・安全な教
育研究環境の確保を図
るとともに、科学技術関
連の新たな政策的課題
や社会的要請への対応
が急務であり、施設の
耐震化、老朽・狭隘等
に対応すべく安定的・継
続的な予算措置が必要
である。

めの研究施設の整備を
推進してきたが、長期
的視点に立った安定
的・継続的な財政支援
を行っていくことにより、
さらに大学等が有する
研究施設の整備を図
り、先端的・独創的な研
究成果を持続的に生み
出すことが必要である
ため。

6079

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

この分野の中でも高圧
鉱物の研究は日本が世
界をリードしており、リー
ドしつづけるには、さら
なる投資が必要であ
る。

地球深部の微細構造や
物質構成、それらの物
理的性質や化学組成、
地殻変動や地震発生な
どのダイナミックな挙
動、さらには地球および
惑星の起源と進化の解
明にも大きな進展がも
たらされるものと期待さ
れ、極端条件を利用し
た新しい超硬材料の開
発（例えば、ヒメダイヤ）
などの応用も期待され
るから。

6080

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

GCOM-W、GPMは、地
球環境の実態を知るた
めに世界各国が共同で
取り組んでいる観測の
仕事のうち日本が分担
を約束したものなので、
外国の観測結果を利用
するためにも、ぜひ実
現してほしいです。得ら
れたデータを他のデー
タと組み合わせて使うこ
と(24102参照)も重要で
す。地球観測衛星デー
タやそれから得られた
知識は世界人類の知的
共有財としていくべきで
あり、数値データの共有
とともに、データを使っ
て環境要素に関する知
見を得る方法に関する
知識を共有する必要が
あります。とくに途上国
の能力開発を重視して
いただきたいと思いま
す。

1997年に打ち上げられ
たTRMM (熱帯降雨観
測衛星)は当初の予定
をはるかに越えた長期
間にわたって、従来より
はるかに精度のよい降
水量の観測をしてきまし
た。GPMはその経験を
ふまえながら対象を全
地球に広げ、また天気
予報現業にも役立てよ
うとするもので、日本の
貢献に世界から期待が
かかっています。これは
また熱帯アジアをはじ
めとする世界の多くの
地域の洪水防災や水資
源・再生可能エネルギ
ー・灌漑農業などの計
画に役立ちうるものであ
り、実際に役立てるため
の方法を、需要をもつ
現地側とデータを供給
する宇宙開発機関や研
究者とが協力して作っ
ていく必要があります。

宇宙創成の歴史を知

世界的に見ても、宇宙
創成の歴史を知るとい
うことは１つの重要な課
題となっていて、近年の
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6081
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

り、流行の中心に日本
の名前をとどろかせる
ためにもASTRO-Hは必
要です。

科学分野の流行になっ
ています。そのような場
で日本が研究を進める
という事は、将来の科
学発展のためにも必要
だと思われます。

6082
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

現在のインターネットと
同等の市場規模になり
うる新世代ネットワーク
に関して、世界をリード
する技術を確立するに
は、特定の企業や大学
だけでなく、日本国内の
様々な研究機関による
オールジャパン体制で
取り組む必要がありま
す。そのためにも、誰も
が利用できるネットワー
クテストベッドが不可欠
であり、構築を推進す
べきと考えます。

現在のインターネット
は、米国のARPANETを
起源としており、多くの
米国の企業がインター
ネット市場を独占する情
勢になっており、インタ
ーネットを利用した新た
な産業も米国を中心に
世界中に広がる傾向に
あります。そのインター
ネットの問題点を解決
し、新たなネットワーク
基盤技術として期待さ
れている新世代ネットワ
ークを、日本が主導して
進めることにより、現在
米国の企業が独占して
いる市場に対し、国内
産業が対抗できる技術
力を確立することが期
待できます。新世代ネッ
トワークでは、現在判明
しているインターネット
の問題を解決するだけ
でなく、今後起こりうる
課題についても柔軟に
対応できることも求めら
れています。そのような
様々な課題に対応でき
るような新世代ネットワ
ーク技術を確立するに
は、特定の企業や大学
だけではなく、国内の多
くの研究機関が容易に
参加できるネットワーク
テストベッドの構築が不
可欠です。そのために
も、本施策を推進する
必要があると考えます。

6083

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27141
次世代構造
部材創製・加
工技術開発

このまま
推進す
べき

これまでの日本を支え
てきたのはモノ作りであ
り，この施策はすべて
の分野を下支えする技
術に関するものであり，
推進は必須である。

モノ作り技術が海外へ
流れ，生産の空洞化が
生じないことを願うた
め。

フォトニックネットワーク

 メタルの伝送路を用い
た通信から光ファイバを
用いた光通信への変革
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6084

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

技術に関する研究開発
は日本にとって極めて
重要なものであると考
えられる。また、この研
究開発の項目は、今後
の日本および世界にお
いても、重要な技術で
あると思う。

と同じように、インフラ技
術の変革が、産業・社
会に大きなインパクトを
与えることができ、今後
の経済に好影響をもた
らすと考えられる。ま
た、日本は、光通信技
術に関して世界をリード
しており更に発展させる
必要がある。

6085

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

自然災害による被害を
軽減するために推進し
てほしい。

巨大地震の発生が予想
されているため。

6086
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

ユビキタスネット環境の
実現のため移動通信シ
ステムでの周波数有効
利用技術の確立は必須
であると考える。

日本が世界にさきがけ
ている移動通信技術を
維持するために、この
研究開発テーマは強力
に推進していかなけれ
ばならないと思うため。

6087
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

この新しい施策を是非
実行してほしい。地域の
活性化、地域経済の自
立化には、大学の研究
のある部分を社会還元
にガイドし方向性を定め
る努力が必要であり、そ
の為の人材を確保する
必要がある。産学連携
コーディネーター、人材
育成プログラム他。

研究開発が成果を得る
には、時間が掛るが、
努力しなければ、何も
生まれない。

6088

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

強力に推進すべきで
す。

基礎科学は、国の基礎
体力を長期に渡って維
持、増強するために必
要な長期的投資です。
短期的な利益に結びつ
かないこのような基礎
科学を補助する科学研
究費補助金は、非常に
貴重な施策であり、強
力に推進すべきと考え
ます。

6089

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

文科省（JST）の同種の
事業を統合したものと
承知しているが、引き続
き、関連事業との統合
などを推進し、JSTの中
核と位置付けられる事
業を目指すべきである。

同種の事業が統合され
た効果に期待している。
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6090

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

6091
民間
企業

50～
59歳

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）難治
性疾患克服
研究

このまま
推進す
べき

希少性難病（中枢性尿
崩省）の患者です。厚労
省が行っている難病研
究継続の必要性を強く
感じています。間脳下
垂体機能障害に関する
調査研究は、民間レベ
ルでは、ほんとんど実
施される可能性がなく、
その重要性は言うまで
もありません。継続、推
進を切に希望します。 

本研究は、着実に成果
を上げており、直近のレ
ポートでは、根本治療
が難しいとされていた、
私の病気についても、
治癒の可能性も示され
ていました。病気そのも
のの苦痛もさることなが
ら、高額な薬剤を個人、
公共ともに負担し続け
ていかなければならい
ない、という経済的、精
神的負担も大きいもの
があります。研究継続
は、「希望」の継続でも
あり、大いに意義がある
と思料します。

6092

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
我が国の学術研究の基
盤を支える研究経費で
あり、今後大幅に予算
を拡充し、推進すべきで
ある。また採択率も現
在より高める施策が必
要である。

大学などの中立研究機
関に配分される経常的
な研究経費が削減され
る中で、我が国の学術
研究のポテンシャルを
維持し、さらに国際競争
力を高めるためには、
研究者個々のオリジナ
ルなアイデアで競争的
資金を獲得できる科学
研究費補助金の拡充が
是非必要である。中立
研究機関の研究基盤を
支える意味から、採択
率を今より高める施策
も必要と考える。

6093

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画は世界でも独創的な
ものであり、宇宙物理
学などをはじめ他の研
究分野とも密接に関連
している。日本はこれま
で、113元素の合成をは
じめ、不安定核の物理
をリードしてきている
が、今後もこの研究分
野をリードするために、
世界トップ級の加速器
施設が必要である。ぜ

原子核物理学を研究す
る者の多くは、未知の
領域を含む不安定原子
核に少なからず興味を
抱いている。特に、若手
は理論・実験を問わず
この分野で研究してい
るものが多い。これら人
材を生かすためにも、
世界トップ級の加速器
や検出器の開発やそれ
らを用いた独創的な実
験が必要。また、開発
に関連した技術革新
や、場合によっては産
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ひ、この計画を強力に
推進してほしい。

業も創出といった二次
的な波及効果も大いに
期待できる。

6094
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

文系出身が大半の小学
教員にとって、理科の
授業の負担は非常に大
きい。もともと理科が苦
手な教員も多く、その苦
手意識が知らず知らず
のうちに児童に伝わっ
てしまう悪影響も大き
い。このような構図が、
さらに理科嫌いの児童
を増やすという悪循環
に陥っている。理科支
援員が入っている学校
では、児童はもちろん教
員から「とても助かって
いる」という声をよく聞
く。この施策は、さらに
拡大してでも積極的に
進めるべきと考える。

先般の事業仕分けで、
理科支援員配置事業は
縮減判定のなったと記
憶している。その影響
で、現場では理科支援
員の授業の段階的削減
が実際におこなわれて
いる。しかし、事業仕分
けの実際の議論の中で
は、「事業の有効性は
認めるが、必要な事業
であれば一部の学校だ
けではなく全ての学校
でおこなわれなければ
公平ではない。見直し
が必要」という意見が出
ていたはずである。その
意見からみれば、現状
は完全に逆行してい
る。このような状況は児
童にとって、そして将来
の日本の成長力を失わ
せるという意味でも危機
的であり、改善が必要。

6095

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

現在の予定では、４年
後の開始を目途に計画
が進められている。ヨー
ロッパで稼働するLHC
が十分な性能を達成
し、物理の結果を出し始
める時期と一致してお
り、遅滞なく計画を進め
ることにより、世界最先
端の研究拠点を、ヨー
ロッパだけでなくアジア
に作るということが重要
であると考える。LHCと
Bファクトリーは、エネル
ギーフロンティアとルミノ
シティフロンティアとい
う、２つのアプローチに
よって、現在未踏の新し
い科学を探索するもの
であり、相補的に発展
することが重要であると
考える。加速器だけで
なく、検出器を開発する
国際研究グループが発
展することも、日本を中
心とした研究拠点の形
成に重要であり、組織・
グループの形成につい
ても、後押しをすべきで

現在の標準理論を越え
る物理の探索は火急の
課題である。もし、LHC
のみが稼働し、Bファク
トリーの開始が遅れる
と、世界の素粒子物理
の研究者は、いったん
LHCへ参加してしまうで
あろう。実験期間を考え
ると、その後、もどってく
ること難しい。日本は、
現在世界をリードする
素粒子物理の研究成果
を出し続けている。これ
をさらに発展させること
が重要である。
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ある。

6096

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

このまま推進してくださ
い。優れた大学院の形
成や人材育成は不況下
に於いてこそ必要であ
り、性質上ただちに成
果として現れにくいこれ
らは公的支援でしか実
現できません。優先的
にこれを削減してしまう
ことは未来への投資を
やめてしまうことになり
ます。

グローバルCOEプログ
ラムによる博士課程学
生への経済的支援は、
学生の研究活動を助け
るとともに自由な進路選
択に役立っています。プ
ログラム予算の削減に
より学生が経済的苦境
に立たされれば、仮に
研究に関する創造的な
アイデアがあっても研究
を続けて形にすることが
できず、発展の機会は
失われてしまいます。

6097

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策および、24129 
バイオリソース事業の
どちらの施策において
も、グリーンイノベーショ
ンのための基礎として
重要な植物の保存が、
全く不十分である。特
に、種子や成体の形で
の保存が困難な樹木類
について、無菌の植物
培養細胞や組織の保存
が、必要である。個別の
大学に保存されている
色々な系を、消える前
に急いで手を打つべき
である。研究データの
国際的な標準化が必要
な次世代の研究者のた
めに残すように、推進
の予算を投入すべきで
ある。

国の大きな方向であ
る、グリーンイノベーショ
ンを支える事業として、
また、国際的な技術の
標準化のために、必須
なリソース確保事業で
あり、今推進しないと、
日本研究の財産は消え
てしまいます。

6098

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

 当施策のうち、特にタ
ーゲットタンパク研究プ
ログラムについては、よ
り拡大した規模で研究
投資を行うべきである。

 同様でより大きなプロ
ジェクトが、米国、欧
州、中国で展開されて
おり、現状ではタンパク
質の構造解析プロジェ
クトはそれらに比べ大き
く見劣りする。タンパク
質の立体構造情報と、
それを解析する施設の
充実は、今後の生命科
学の礎となる重要なも
ので、今、乗り遅れれ
ば、生命科学医学薬学
分野で、今後大きな禍
根を残すであろう。

6099

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学

24113 （独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観

このまま
推進す

着実に推進され、計画
通りに地球観測衛星が
実現されることを望みま

先導的な地球環境モニ
タは関連する科学の領
域が広い。科学研究の
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法・公
設試
等）

省 測衛星網の
構築」

べき す。 将来にとって非常に重
要である。

6100

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

将来の優秀な研究者を
育成するために、推進
すべき。

将来の研究者を目指す
博士課程の学生にとっ
て、博士時代に行う研
究というのは、自分自
身が中心になっておこ
なう非常に将来の研究
者として重要な時期で
ある。一方で、博士学生
の生活はサポートが得
られがたくなかなか難し
いものがある。ぜひ彼ら
をサポートしつつ、優秀
な人材を育成し、研究
結果を社会に還元する
ために非常に重要であ
る。

6101

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24158 活断層調査
このまま
推進す
べき

自然災害による被害を
軽減するために推進し
てほしい。

巨大地震の発生が予想
されているため。

6102

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

6103

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
心のケア施
設

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現在、若年者の自殺が
多いと聞きます。やはり
心のケアが必要ではな
いでしょうか。それには
大学内に専門の施設を
置き、いつでも悩める人
の相談に乗るのが解決
策だと思います。 
科学の進歩は目まぐる
しく変化する中で、人間
の心というものは昔も今
も変わらないものだと思
います。

今の就業環境は変える
べきです。 
特に子育て期には子供
に目を向け、そして地域
と共に共存していかな
いと、仕事に追われ帰
宅は深夜になるなど、
人間としての生きている
意味、そして家族を大
切にする原点、これを
失ってはなりません。

（１）国内で競合する研
究が育ってきており、ま
さに海洋研究開発機構
の「地球内部ダイナミク
ス研究」の組織に所属
していた研究者が大学
に次々と移って研究を

海洋研究開発機構の
「地球内部ダイナミクス
研究」の組織に所属し
ていた研究者が大学に
次々と移って研究を展
開している、と上で書い
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6104

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

推進す
べきでは
ない

展開しているので、海洋
研究開発機構が今後そ
の研究を続行する役目
はもうないと考える。 
（２）人材流出が続く組
織には何らかの問題が
あり、その問題を解決し
ないままに組織を維持
すべきではないと考え
る。 
（３）研究費の無駄遣い
が多い組織であり、使
途の規模と時期に関す
る詳細な調査をしない
ままに組織を存続させ
るべきではないと考え
る。

たが、それはまさに海
洋研究開発機構の「地
球内部ダイナミクス研
究」の魅力が無くなって
きていることが原因で、
研究者の流出が続いて
いる。もはや抜本的改
革など必要ではなく、組
織そのものが時代遅れ
のものになってきてい
る。事務側のサポートも
充分ではなく、研究者
サイドと事務サイドで常
に対立関係があり、組
織として健全ではない。

6105

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

6106

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARC はニュートリ
ノ、中性子、ハドロン物
理を推進する世界最強
の加速器複合施設であ
る。ニュートリノビームを
使った実験はすでに 3 
名のノーベル物理学賞
を取った実験と関連す
るためその重要性はい
うまでもない。ハドロン
物理の推進では日本は
世界をリードしており、
J-PARC で質量の起源
の解明など様々な現象
が明らかにされることが
期待されている。基礎
研究を欧米に頼らず、し
っかり担う日本にしてい
かなければならない。

基礎研究はすぐに製品
開発などに応用される
ものではないが、日本
国力の基礎を支えるき
わめて重要なものであ
る。特に加速器を使った
ハドロン物理の研究で
は日本は世界をリードし
ている状態である。ハド
ロン物理に限らず、基
礎研究において世界を
リードすることは日本人
としての誇りを芽生えさ
せ、結果として国力の
増強につながると信じ
る。 

6107

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金は我
が国の科学技術、基礎
研究を推進する上で必
須の資金である。しか
し、その配分が十分公
平に行われているかど
うかに関しては、大変疑
わしい。補助金を給付し
た研究者に関して、そ
の実績に関して、十分
な実をあげているかどう
かを審査する必要があ

若くてチャレンジングな
研究をしようという者
は、過去の実績を持っ
ていない者も多い。逆に
年配の研究者になる
と、研究成果を上げて
いるように見せかける
技術だけが向上し、 
実が上がっていない者
も多い。その実際を見
極めて給付しないと、単
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る。研究報告書の作成
の義務付けだけでは不
十分である

にバラマキの政策と同
じになる。

6108

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

日本の将来の発展に寄
与する人材の育成のた
めに、基盤的な設備の
拡充にもっと投資する
べきである。

多くの地方大学では設
備の多くの地方大学の
設備は老朽化しており、
最先端の学術研究や高
度な人材育成には適し
ていない。日本の将来
を担う人材の育成のた
めに、大学の施設の基
盤整備は必要不可欠で
ある。

6109

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「文部科学省」管轄の施
策「科学研究費補助金」
を現状以上に拡充・拡
大し推進されることを希
望します。特に「新学術
領域研究(研究領域提
案型)」と「基盤研究(C)」
の拡充が明記されてい
ることに一研究者として
大きな期待を寄せてお
ります。

日本国内で基礎科学研
究を進めるためには、
「科学研究費補助金」に
よる国からのサポート
は必要不可欠で、補助
金を得られ無い場合に
は、萌芽的な研究は簡
単に死んでしまいます。
特に、幅広い研究者集
団による「新学術領域
研究」と小規模グループ
による「基盤研究(C)」を
組み合わせる事によ
り、新規研究の立ち上
げ・発展をスムーズに
進めることが可能にな
っています。「科学研究
費補助金」のいっそうの
拡充を希望いたします。

6110
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

宇宙開発の利用の是非
が叫ばれる中、このよう
な政策は是非とも推進
してほしいと思います。

世界的に見ても日本の
宇宙開発というのは十
分に優れたものであり、
特にアジアという点でみ
れば、そのトップを走っ
ていくべき使命を帯びて
いると思われます。

6111
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域イノベーションクラ
スタープログラムは、大
学のシーズを活かせる
地域企業にとっては、
今後の事業戦略のうえ
で重要な事業となって
います。 
 イノベーションの創出
は、スピードと継続が大
切であり着実な推進が
必要です。 

地方経済が疲弊してい
く中、大学を中心に地域
の企業が事業化に取り
組むこの事業は、資本
力の小さい県内中小企
業を導く希望の光となっ
ています。 
山口県は、素材型産業
が集積しており、事業化
については地域企業の
協力を得られやすいこ
ともあって、事業採択を
されたものだとも考えて
います。 
山口県の産業育成と雇
用創出のため、このま
ま事業推進を強く求め
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ます。 

6112
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域イノベーションクラ
スタープログラムの推
進と優先判定を強く求
めます。

地方には、その地域に
根ざした産業があり、そ
の中で大学は「知」の拠
点となっています。大学
での研究成果を地域企
業に移転し、地域で学
んだ学生がその地域に
就職して地域経済を活
性化することは、これか
らの少子高齢化時代を
乗り切るためにも大切
な施策と考えます。 
また、環境や省エネル
ギーに貢献していく科
学技術予算や地域振興
につながる予算は削減
すべきではないと考え
ます。 

6113

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム 

このまま
推進す
べき

日本の博士学生は，高
い専門性と知識をもっ
た優秀な人材である．
日本はいまだ博士学生
に対する待遇が，良くな
い．世界をリードする技
術・商品を開発して，諸
外国に対抗するために
は，積極的に博士学生
の育成とその支援を行
うべきである．

博士のステータスは高
く，高い専門知識やリー
ダーシップを兼ね備え
た人材である．しかし，
日本では博士学生に対
する教育支援が遅れて
いる．博士学生の教育
はこれからの日本の技
術を支えるために重要
である．

6114
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

情報通信技術革新のた
めの基盤整備は国内産
業の発展にとって重要
であり、またその国際連
携の主導は政府が率先
すべきであるため、本
施策を推進する必要が
あると考えます。

現在のインターネットに
生じた様々な問題を解
決し、インターネットに
替わるネットワークイン
フラをゼロから設計する
取り組みが米国、欧州
で進められています。国
内のICT産業の継続的
な発展のためには、こ
の流れに乗じ、あるい
は先んじるためには、
大学、企業の研究者が
協力して新たな情報通
信技術を生み出し世界
に普及させる必要があ
ります。インターネットの
ような世界規模のネット
ワークインフラ技術を新
たに創出するには机上
の理論設計だけでは不
可能であるため、国際
連携も含めて大規模な
ネットワークテストベッド
を整備し、その実現性
を検証する必要があり
ます。国際連携の主導
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や、大規模ネットワーク
テストベッド構築は個々
の機関では不可能であ
るため、本施策により実
行する必要があると考
えます。

6115

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

この事業では、大学と
参画企業とが国内外で
高い需要が見込める製
品開発に努め、クラスタ
ーの基となる産業シー
ズ形成、つまり、産業が
自己集積するようなも
のづくりを目指していま
す。技術立国である日
本の新たな産業拠点形
成に大いに寄与する可
能性のある産学官連携
事業である地域イノベ
ーションクラスタープロ
グラムは、将来的に見
て必ずや大きな国益を
もたらすものと考えられ
るため、推進の継続を
希望します。

この事業では、大学が
もつ最先端材料・技術
を各参画企業の既存の
製品や技術に応用し、
より性能を高めた、ある
いは、これまでにない製
品を創出し、国内外の
市場に出すことを第一
の目標に置いていま
す。これにより各企業が
大幅に収益を上げ、シ
ェアを拡大することによ
り自発的に関連産業が
発足し、集積するような
産業シーズ形成を図る
ことを最大の目標として
いるのです。地域イノベ
ーションクラスターは単
なる地域活性化策では
なく、将来、ある特定分
野において日本の産業
拠点となりうる産業シー
ズの形成を図る上で重
要な事業だと考えられ
ます。

6116

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備 

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化すること。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は極めて重要であ
る。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

6117
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

現在施設および機器の
利用をさせていただい
ていますが、こうした先
端技術を有する機器類
については、民間企業
ではとても導入できず、
こうした機会を得られる
ことで現在の業務およ
び将来の業務にも役立
つものと思います。この
分野は将来世界的に大

これから人々が必要と
しているものは、軽量で
よりコンパクトなものに
なっていくと思われま
す。こうした軽量且つコ
ンパクトなものを作り出
すためには少なからず
ナノレベルの技術が必
要不可欠なのは言うま
でもありません。そして
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規模におこなわれる産
業であると思いますの
で、今後も今まで通り推
進していただきたいと思
います。

このナノ技術の発展こ
そが今後の日本の国際
競争力の強化に繋がる
ものと考えております。

6118

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
すし、さらなる上乗せを
考慮してもいいと思いま
す。

大学運営費交付金が減
額されていく現状におい
て、自由な発想で研究
に打ち込める環境を維
持することが困難です。
政策に沿った大型の補
助金とは別に、私達の
ような若手と呼ばれる
年代の研究者に広く交
付される科学研究費補
助金はとても重要です。

6119
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
国内において重要な研
究資金であり、今後も
大学等における学術研
究の振興にとっての役
割は大きく、基礎研究を
推進する上で基盤とな
ると考えられるため、さ
らに予算充実を図るべ
きと思います。

科学研究費補助金は、
あらゆる分野にわたる
研究資金であり、直ぐに
実用化と考えられがち
な現代において、基礎
的な研究にとって非常
に大きな役割を果たす
ものであると考えられる
ため。

6120

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学や研究機関の研究
力を強化し、我が国が
科学技術の力で世界を
リードするためには、新
たな知の創造や未来を
切り拓く研究活動が重
要であることから、将来
の研究活動を担う創造
性豊かな若手研究者
が、主体的に研究に専
念し、その能力を最大
限に発揮できるよう、研
究奨励金を一定期間支
給することにより、優れ
た若手研究者の養成・
確保を図ることが重要
である。継続した支援を
希望します。

学生時代に税金を使っ
て優秀な学生を育てて
もそのあとの支援がな
かったり、優秀な学生も
金銭面の問題によって
進学をあきらめる場合
が増えている。人材の
不足は日本の科学技術
力を弱体化させることに
つながりかねない。ま
た、自らテーマを持って
研究する機会を与える
ことが人材育成および
科学技術の多様な発展
をもたらすのに重要だと
考える。若手研究者へ
の継続した支援が重要
である。

6121

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

大学・
セルロース系バイオマ
スの利用に必須である

非可食性植物由来原料
から有用な化合物生産
の中で最も重要で基盤
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6122

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

糖化技術と前処理技術
に関する方針が抜けて
いるような気がします。
他の施策で行うのであ
れば、それでもよろしい
かと思いますが、本施
策内での研究も重用か
と思います。 

的技術は、セルロース
系バイオマスの糖化技
術と前処理です。これら
の技術はバイオマス有
効利用の基盤になるも
ので、より重点的に行う
べきであると感じます。
この技術が完成しない
と、それ以降の技術は
完全に無駄になります。

6123

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

重要施策として、推進
すべきと考えます。拠点
選定が実力本位、実質
本位で行われることを
望みます。

ともすれば従来の閉鎖
的で、幅の狭い博士課
程教育の現状を打破す
る施策として大いに期
待します。

6124

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24010
女性研究者
活動支援

このまま
推進す
べき

本施策を継続的に推進
することが必要である。
特に、博士課程後期に
おける女性比率と常勤
教員・研究者の比率に
大きな開きがあることは
問題で、女性教授の数
を増やし、希望を持てる
ロールモデルを中高生
や大学生に提示してい
くことが必要である。

博士課程後期やポスド
ク、非常勤研究者では
女性比率が増加してき
ているにも拘らず、常勤
教員の女性比率が予想
通りにあがらない原因
に一つは、希望の持て
るロールモデルを十分
に提示できていないこと
にあると思う。人事権や
研究のイニシアティブを
持てる教授職につく女
性教員を施策的に増や
し、女子学生、大学院
生の増加と、女性教員
採用の増加という好循
環を作って行くことが重
要である。

6125

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

ハイパフォーマンス・コ
ンピューティングは、日
本が世界に誇れる科学
技術の一つであり、本
施策はこのまま推進す
べきと考えます。

我が国では、地球シミュ
レータを筆頭とする最近
10年間のスパコンの急
速な普及により、様々な
分野の科学技術研究に
無数の新発見をもたら
しました。このような世
界最先端の技術は、い
ったんその開発速度を
緩めてしまうと、あっと
いう間に他国にNo.1の
座を奪われてしまいま
す。科学技術の世界で
は、No.1には非常に多く
の受益がありますが、
それ以外は敗者に等し
く、得られるものはほと
んどありません。今、我
が国が最も得意とする
分野の速度を緩めては
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なりません。

6126

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り，着実な予算確保が
必 
要である． 

大学等の研究費が減少
するなかで，公的な研
究資金による研究支援 
は必要である． 

6127
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

このまま
推進す
べき

石油を有効に効率的に
利用すべき方法の開発
は継続して実施すべき
と考える。とりわけ今後
需要が低減すると見ら
れる軽油・重油をもっと
付加価値の高い製品、
特に化学品の増産は必
要と考えている。そのた
めには、軽油・重油から
選択的・高効率で変換
できる技術開発とそれ
らの基礎解析も含めた
研究が必要と考えてい
る。

今後も需要が見込まれ
る製品は継続的に生産
すべきであり、もっと効
率的に生産できる方法
が開発されれば、エネ
ルギー負荷も低減で
き、最終的には地球環
境への負荷低減にも繋
がると考えているから。

6128
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

将来を見据えた科学技
術を活用した地域活性
化のため、大きな成果
も生じつつある「地域イ
ノベーションクラスター
プラグラム）は、より強
化・充実を図り推進して
いただきたい。

科学技術の振興は、日
本の将来と地域発展に
欠かせないものであり、
そのためには、地域の
イニシアチブのもと、地
域の特色や特性を活か
し、世界レベルのクラス
ターを形成する「地域イ
ノベーションクラスター
プログラム」は非常に重
要な施策である。

6129

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
日本の科学の発展の基
礎をなすものであり、 
現在以上に増強するこ
とを含めて、このまま推
進すべきである。

科学研究費は、長く日
本の科学技術を下支え
するものとして 
大きな役割を果たしてき
ました。実際、大学の研
究者はこの 
研究費がないことには
独自の研究を進めるこ
とは殆どできない 
のが現状です。若い研
究者にとっても、きちん
とした評価を 
されながら支援をうける
ことができるので、非常
に健全な 
システムです。審査員と
して参加することもあり
ますが、 
公正な立場で執行が決
定されていますし、国民
が大学に期待 
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している活動を進める
のに不可欠なもので
す。 

6130
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

発症や病態のメカニズ
ムに免疫やアレルギー
が関与する疾患は多
い。ヒト免疫反応に関す
る研究を推進すること
は、治療法を開発する
上で極めて重要である
ことから、本施策を推進
すべきである。

花粉症などアレルギー
に悩んでいる人の数は
多く、ワクチンなど根本
的な治療の開発が望ま
れる。本研究により、分
子レベルでの免疫シス
テムの解明と制御方法
の開発が望まれる。

6131
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

地域においては特徴あ
る産業基盤を活かして、
地域産業のイノベーショ
ンに取り組んでいるが、
財政状況が非常に厳し
く研究開発資金、研究
人材、コーディネータな
どを措置する余裕がな
い。そこで、研究開発資
金とともに人材支援が
必要である。

地域産業のイノベーショ
ンを引き続き推進する
ために、国の支援が必
要である。

6132

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

Bepi Colombo(水星探
査プロジェクト）におい
ては、日本は磁気圏衛
星を担当しており、ヨー
ロッパの衛星と２機同時
観測により、水星磁気
圏の立体的な構造を世
界ではじめて測定する
ことができる。このユニ
ークなミッションは是
非、推進して実現すべ
きである。

日欧協力で国際プロジ
ェクトとして進められて
いて科学的意義が非常
に高い。計画の進捗状
況も順調である。このミ
ッションは２機構成とい
うことが本質的に重要
で、日本だけが抜けるこ
とは、科学にとって大き
なダメージになる。

6133

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

多くの研究者が大型放
射光施設を十分に活用
して、最先端の学術・応
用研究の成果をあげら
れるようにするため、運
営や整備のための予算
を確保していただきた
い。

大型放射光施設は基礎
的な学術研究から、応
用研究までの広い分野
で活用できる先端的か
つ基盤的な施設であ
り、波及効果が大きいと
考えられるため。

6134

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

本施策は、日本の基礎
科学研究の基礎を支え
る重要な施策である。
従いまして、より一層の
政策の充実が必要であ
る。

昨今の風潮である、短
期間での製品化という
民間企業の支援体制
は、１０年－１５年先を
目指した世界をリードす
るような先進的な基礎
研究に対し非常に風当
たりが強い。基礎科学と
いった分野にこそ国が
戦略的にかかわってい
くべき施策と考える。とく
に、本施策は 日本が
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現在有する世界最高水
準の研究を発展させる
に必要なものである。

6135

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

非常に価値のある施策
で推進すべき

若手研究者を育成する
上で研究費もセットにな
った他に類を見ない優
れたプログラム。この制
度に採用されることが
若手研究者の登竜門的
位置づけになっていて、
国内での評価も高い。

6136
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（Ｊ－ＰＡＲＣ）

このまま
推進す
べき

日本の科学技術が世界
のトップであるためにＪ
－ＰＡＲＣは必要なもの
である。また、地球環境
問題の解決や材料科学
の更なる発展、生命科
学の発展、物理科学の
発展等は人類の幸福、
発展のために重要度が
増している。本研究を推
進することはきわめて
重要であると考えられ
る。

最先端の加速器技術に
参加する国内の企業の
技術力が強化され、日
本の国際競争力がアッ
プする。研究成果は画
期的なものづくりの指針
を与え、新製品を生み
出しことが出来る。 
また、基礎科学研究は
国際的な研究競争でオ
ンリーワンでなければな
らない。Ｊ－ＰＡＲＣにお
ける研究はオンリーワ
ンになれる。 

6137

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この種の事業の重要性
は理解するが、新規事
業として余分なコストを
かけて立ち上げる必要
性が不明確。新規事業
は予算獲得のためにな
されるものが多く、また
既存事業と重複してお
り、総じて無駄。すでに
体制等が整備されてい
る既存事業の拡張に力
を入れるべき。

GCOEの拡張などで対
応した方が合理的。

6138

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

高エネルギー加速器研
究機構を実験の拠点と
して計画されている「B
ファクトリー実験のアッ
プグレード化」は、日本
の高度な科学技術を駆
使するもので、下記に
記載する様々な利点が
期待されるため、この推
進を強く支持します。

我が国の素粒子物理学
の研究は長い伝統を持
ち、世界に先駆けて
数々な輝かしい成果を
出し、日本のお家芸の1
つになっています。「Bフ
ァクトリー実験のアップ
グレード化」により、この
伝統がこれからも着実
に若手研究者に受け継
がれること、さらに世界
の優秀な人材が集い
「究極の物理法則」の発
見に近づくことが期待さ
れます。さらに、豊富な
研究テーマが存在する
分野で世界最先端の研
究ができる研究基盤・
研究環境の存在が優秀
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な人材の確保ならびに
「頭脳循環」の実現を可
能にします。

6139

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24103
海洋鉱物資
源探査技術
高度化

このまま
推進す
べき

大学や各種機関が連携
して今後も開発を進め
ていくべきである

海洋資源発掘という産
業・経済的な点からも、
また新たな科学技術や
発見といった学術情報
的な点からも有意義な
事業であるため。

6140

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国科学技
術推進の根幹となる極
めて厳選された大学院
博士課程の学生に対
し、RA 等の金銭的補助
などを提供することによ
り教育・研究に専念せし
める体制を構築するも
ので、きわめて画期的
かつ重要なプログラム
である。現在実施中の
プログラムでは、順調に
多数の博士課程学生が
育成されており、これを
継続して実施すること
は我が国科学技術を世
界の最高水準とし世界
をリードするために絶対
に必要である。

我が国の活力を維持し
発展させるためにはとり
わけ理工系の大学院博
士課程における教育・
研究を充実させて科学
技術を振興する以外に
道はない。博士課程学
生に後顧の憂いなく教
育・研究に専念させるこ
とができるRA制度は、
GCOE事業のもとで多
数の大学院学生を育て
てきており、この学生が
若手研究者として我が
国科学技術の発展を支
える段階に入っている。
これをさらに拡充するこ
とこそ我が国科学技術
レベル維持の鍵であ
る。

6141

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 

○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

6142
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存住
宅等の性能
評価技術の
開発

このまま
推進す
べき

CO2削減は世界的な義
務であり、多くの資材を
用いる住宅の永年利用
は日本の課題である。

自動車は新車時にその
スペックが明確になって
おり、車検制度により定
期的なメンテナンスが
行われる事から最低限
の安心感が提供される
が、住宅の場合メンテ
ナンス義務が無いことも
あり中古住宅購入に対
する不安はぬぐえな
い。中古住宅購入者に
対してその時点での建
築情報が明確に示すこ
と可能になれば中古市
場の確立につながる。
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6143
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

私は、バイオベンチャー
でバイオチップの開発を
行っております。バイオ
チップは世界的に流行
の研究分野ですが、日
本では本格的に参入す
る大企業もベンチャーも
少ないのが現状です。
本施策はバイオベンチ
ャーの創出に非常に役
に立っており、今後も推
進していただけることを
望んでおります。

バイオチップは、各種セ
ンサーを小型集積化し
て1つのチップ上に成形
するために、多種多様
な半導体装置を必要と
します。有望な研究分
野でありながら、商業的
成功がまだすくないこと
もあり、日本では本格
的に参入する大企業も
少なく、初期投資が莫
大であることからベンチ
ャーの参入も厳しい状
況です。 
この施策のようなナノテ
クのネットワークは、本
分野のベンチャーの開
発を助け、米国並みの
バイオベンチャーの創
出に有意義に作用する
と考えております。

6144

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110
フォトニックネ
ットワーク

このまま
推進す
べき

光通信はインターネット
社会を支える重要イン
フラで、高度化を進める
ことは政府として重要な
責務である。産業の発
展だけでなく、遠隔地医
療など地域の活性化を
図るためにも進める必
要がある。

光通信はインターネット
社会を支える重要イン
フラで、高度化を進める
ことは政府として重要な
責務であり、産業の発
展だけでなく、遠隔地医
療など地域の活性化を
図るためにも進める必
要があるため。

6145

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、科学技術立国であ
る我が国の国策として、
着実な予算確保が必要
である。

国民の多くは我が国は
科学技術立国であるこ
とを理解しているので、
科学技術振興策は国民
に十分理解されてい
る。科学技術振興の土
台は、研究者の独自の
アイディアによるボトム
アップの研究の推進で
ある。科学研究費補助
金は研究者の新しい知
の創成に向けてのイン
センティブを高め、将来
の新しい科学技術のシ
ーズを提供し、今後の
日本の発展に不可欠な
最も重要な政策の一つ
である。

6146

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学で様々な分野で融
合的な研究を行い、更
に優秀な研究者を育成
するために推進すべき

大学で様々な分野で融
合的な研究を行い、更
に優秀な研究者を育成
するとともに、各大学で
中核となっている研究
者と共にさらに研究を
推進するために重要で
あると思う。
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6147

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

あらゆる分野でグロー
バル化による国際的水
平分業が起こっており、
我が国において現在優
位にある学問分野を伸
ばし、国際的にリードす
る地位を確立させること
が重要であると考える。
国際的リードを保つこと
により優秀な人材が集
まり、優秀な教育もそこ
で行われるようになり、
新たな優秀な人材が集
まり更に発展するという
正の循環が起こる。素
粒子原子核研究は現在
我が国がリードできる地
位にあり、とくに加速器
を用いた実験研究は機
器、装置の開発におい
て産業上の技術力を必
要とすることから、我が
国がこの国際拠点を持
つことは学問上のみな
らず産業技術面での競
争力維持にも寄与する
と考えられる。

Bファクトリー計画は、現
在世界最大強度を誇る
加速器の性能を更にあ
げ世界トップを維持する
計画である。小林・益川
理論検証に見られるよ
うに現在素粒子実験に
おいて世界をリードする
地位にあり、この計画
はこれを維持するばか
りでなく我が国が誇る加
速器技術の維持発展、
精密計測機器の維持発
展に寄与し、この計画を
支持することが我が国
が学問上、産業技術
上、世界をリードできる
位置にあると考えれら
る。 

6148

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、我が国の将
来にとって極めて重要
なものです。このまま規
模を縮小することなく、
むしろ拡大しながら推
進すべきものであると
考えます。

生物学において変異株
単離とプラスミドDNAの
構築は極めて基本的な
作業であります。ほとん
ど全ての結果、概念の
構築などは、これらの材
料なしにはありえませ
ん。また論文で報告さ
れた株やプラスミドは、
他の研究者に配分され
ることが一般的には求
められています。しかし
ながら、研究者個人で
全てのリソースを保持
するには限界がありま
す。特に教授が退官し
て研究室がクローズさ
れた場合、膨大な材料
（宝）の行き場がなくな
る可能性があります。
本プロジェクトは、生物
学における最も基本的
な資源、材料を一括し
て保持し、安価で分配
するものであり、我が国
の生物学の将来にとっ
て極めて重要なものと
考えられます。

大学・ 科学研究費補助金施策 科学研究費補助金は，
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6149

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

は，研究者の学術研究
に対する自由な発想を
支援する極めて重要な
施策である．なお，研究
費の柔軟な使用のため
基金化などの仕組み・
制度改革をお願いした
い．

人類にとっての新しい
知の創造を支援する不
可欠な資金であり，ま
た，学術研究のさらなる
発展は，21世紀におけ
る日本の国家戦略とし
て重要な位置づけにあ
ると考える．

6150

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20115
先端ICT技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

本施策は，日本の通信
技術の最先端研究を推
進する上で非常に重要
なものであり，これまで
も多くの優れた成果を
あげている．また，多数
の大学等の研究機関と
共同研究を行うなど，日
本全体のICT研究の欠
かせないものとなってい
るので，このまま推進し
ていただきたい．

（繰り返しになりますが）
本施策は，日本の通信
技術の最先端研究を推
進する上で非常に重要
なものであり，これまで
も多くの優れた成果を
あげている．また，多数
の大学等の研究機関と
共同研究を行うなど，日
本全体のICT研究の欠
かせないものとなってい
るので，このまま推進し
ていただきたい．私の
所属する大学でも，共
同研究や設備の利用な
どでご協力いただいて
いる．

6151

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

今週発表されたタイム
ズ・ハイアー・エヂュケ
ーション誌の世界ランキ
ングでは、日本の大学
はおしなべて低くランク
され、200番以内の数で
は中国にも抜かれた。
これは最近の高等教育
に対する資金削減の影
響と、マスコミでも指摘
されている。最近は、産
業振興を目的とした大
型の競争資金への手当
てが重点的になされて
いるが、極めて少数の
研究者への投資になっ
ている。産学連携の研
究も重要だが、日本の
研究全体を高いレベル
に保つには、基礎的な
研究の重視が重要であ
る。

日本の大学の研究レベ
ルを上げるためには、
基礎研究の活性化は重
要である。そのために
は、効果の高い資金投
資が重要であり、対象と
なる研究者数が多くて
最も効率の高い投資が
この科学研究費補助金
である。

6152
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

バイオリソースは、基礎
科学の研究を行う上で
も応用研究を実施する
場合にも基本となる戦
略的なもので、国内で
いつでも調達できるよう
にしておくべきである。
とくにマウスなどを海外
から導入しようとすると

上に述べたように、バイ
オリソースは生物学お
よび生物産業の戦略的
なものなので、国内でき
ちんと整備する必要が
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設試
等）

何ヶ月もかかり、国際競
争に負けてしまう。ぜひ
このまま推進していただ
きたい。

ある。

6153
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

素人の目からみると、
細かい「額」については
わかりませんが、科学
予算については、もっと
増額すべきだと考えま
す。 
 
その上で、具体的に、 
基礎研究の予算で、急
激に4分の一に減額さ
れるというのは、どのよ
うな理由なのか、はっき
りする必要があると思
います。

科学研究というのは、
長い間のつみあげで、
その中でも基礎研究
は、地道な努力が必要
かと思います。それなの
に、（途中で）突然、予
算を大幅に減額すれ
ば、「継続的」な研究と
して維持できなくなるの
ではないか、と危惧いた
します。

6154

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究・開発などは国の
将来にかかせない。

我が国の資源は人材と
知恵である。

6155

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は優
先的に推進されるべき
施策であると考える。た
だし、成果主義に偏りす
ぎると、とりわけ基礎科
学にとっては、必ずしも
良い影響を与えるとは
限らない。若手研究や
萌芽研究に対する機会
が国策として維持され
ることは、非常に望まし
い。

応用科学ではもちろん
のこと、基礎科学にお
いても適切な競争原理
は必要と考える。

6156
その
他

50～
59歳

経済
産業
省

27118

次世代自動
車用高性能
蓄電池シス
テム技術開
発

このまま
推進す
べき

新聞紙上などで報道さ
れる電気自動車では蓄
電池が性能や価格を支
配するといわれている
ため、海外メーカーに負
けない電気自動車やプ
ラグインハイブリッド自
動車を日本で研究開発
して生産していくための
基礎研究として重要で
あると思われます。短
期決戦的な部分とさら
に長期にわたる戦略も
考えて施策を実行して
いくことが必要ではない
でしょうか。 
いま、自動車産業は日
本をけん引している代

炭酸ガスの排出規制や
クリーンエネルギーの
進展において、技術の
ブレークスルーなくては
成り立たないと思われ
ます。経済産業省が自
動車メーカーや電池メ
ーカーといった産業界
や大学と連携しながら
基礎研究に取り組むと
ころにまさに政策として
の重要性と意義が感じ
られます。 
また、車がますます普
及する前提として、EV
になることが必然であ
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表産業ですが、これか
らも 
この優位性が盤石なも
のであってほしいと思い
ます。

り、それなしでの車の普
及は大きな環境破壊を
もたらすものと思われま
す。

6157

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登 
龍門となっ 
ており、大幅な拡充は
必要である。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金 
制度であ 
る。 

6158

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

推進す
べきでは
ない

不必要。税金の無駄遣
い。サイエンス・インカレ
とは要するに（低精神年
令化した）学生たちのや
る気を引き出すために
「お祭り」を企画しようと
いう愚策であって、真面
目に学問する事、勉強
する事を軽んじていると
しか思えない。真に向
学心のある学生は（大
海を前にした小さい自
分を認識しつつ、幾何
学に王道なしと弁え）基
礎的科目から始めて自
ら意欲的にかつ地道に
勉強するもので、構築さ
れた学問体系をそのよ
うにしてしっかり学ぶこ
とは片手間でできるも
のではない（湯川先生
や朝永先生であっても
学生時代は基礎的な勉
強をする事で手一杯だ
った）。お祭り企画で大
学での学問の探求活動
を部活動のレベルに押
し下げ、前途ある若者
の学問への畏敬の念や
自ら勉強しようという意
欲を擾乱すべきではな
い。

「意欲のある者に対して
大学学部段階からその
能力・研究意欲をさらに
高める為の機会が提供
されることが必要」と断
じこれを理由付けとして
いるが、そもそもこれが
大きな間違い。研究意
欲は外から促されずと
も自らの内から湧き出
るものです。また「文化
祭の企画を頑張ろう」程
度の「研究意欲」は学問
をする上で何の役にも
立たない。基礎科目の
理解が不十分な学部学
生に無理に「夏休みの
自由研究」発表の機会
を与えて励みにさせる
等、愚の骨頂。大学が
高校の延長となったと
言われて久しいが、こ
のプログラムはその傾
向をさらに助長するもの
に他ならない。この事業
に先立つ文部科学省
「理数学生応援プロジェ
クト」に採択された大学
の一つ（Ｈ大学）におい
て「理数優等課程プロ
グラム」（仮称）として意
欲ある学生のための特
別セミナーを担当したこ
とがあるが、ゼミ合宿、
研究発表会などのお祭
り事に終始した印象で、
参加した学生たちの学
問する姿勢に連がった
のかどうか甚だ疑問で
ある。しっかりした研究
姿勢を身につけるため
には学部１～３年次に
基礎科目をしっかり「自

41



分のアタマで」勉強する
ことこそ大切で、サイエ
ンス・インカレやサイエ
ンス・フェスタ等で徒に
お祭り気分を高めても
何にもならない。先に述
べたようにそれは真の
能力・研究意欲ではな
い。真の研究意欲はも
っと厳しい地道な勉強
からしか生まれないこと
を知るべきだ。

6159
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

今後も積極的に推進す
べきである。

国際的に日本がリード
しうる技術分野であり、
また日本の国際貢献と
いった観点からも寄与
の見込める重要な事業
である。次世代の衛星
通信技術の開発は、国
際的に競争が厳しくなっ
てきており、早急な投資
と先行技術の開発は優
位性を保つ上で不可欠
である。

6160

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

厳しい経済状況の中、
拡充は難しくとも、現状
以上の予算額を維持す
べきである。特に、若手
の研究者が独立した研
究室を運営する規模の
研究費2-3000万円・５
年程度の研究費枠を増
やすことが、今後の国
内の研究アクティビティ
の向上につながる。ま
た、一部の研究者に予
算が集中することも望
ましくない。 
また、予算額のみでラン
ク分けしているが、予算
規模の小さい研究費
は、基盤的な研究内容
に重点を置くべきであ
り、大規模な予算とは、
金額だけでなく、選考の
基準も変えるべきであ
る。

１件の予算額が小さい
場合、採択件数によっ
て必要な予算額を獲得
することは問題ない。問
題であるのは、画一的
な選考基準により、一
部の研究者に大規模な
予算が複数集中するこ
とである。研究のすそ野
を広げるためには、トッ
プではなく２番手層を重
視して配分することが
重要である。

その理由として、地域イ
ノベーションクラスター
で開発した革新的な製
品や技術となる可能性
のある成果はあくまでも
試作段階に当たるもの
に過ぎず、これらの革
新的なシーズを実際に
市場に投入するために
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6161

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

技術立国である日本の
新たな産業拠点の形成
を実現するためにイノベ
ーション成長戦略実現
プログラムの果たす役
割は非常に大きく有意
義なものと考えます。イ
ノベーション成長支援プ
ログラムは、地域イノベ
ーションクラスターで生
み出された産業シーズ
を大きく育てるために是
非とも実施していただき
たい事業です。

はさらに最適化を図る
必要があるからです。し
かしながら、地域イノベ
ーションクラスターに参
画している企業は地域
の中小企業が主であ
り、研究設備が十分と
はいえません。クラスタ
ー事業で得られた成果
を市場投入するまでの
過程においては、研究
設備や知的資源が整っ
ている大学との連携が
不可欠であり、また、生
産体制を整える上での
企業への部分的な資金
支援も必要と思われま
す。いよいよ本格的な
産業拠点へと発展する
段階でこそ産学官連携
が必要であり、その真
価が発揮されるのでは
ないでしょうか。

6162

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この施策は、日本の科
学に対する力をさらに
押し上げる 
ものとして中心的な役
割を果たすと思われま
す。 
このまま推進すべきで
す。 

私はニュートリノを研究
する分野に属していま
すが、 
ニュートリノの研究は世
界のトップを走っていま
す。 
その成果はＪＰＡＲＣな
しには上げられません。
ＪＰＡＲＣと、スーパーカ
ミオカンデは、この 
数少ない世界に誇れる
分野をさらに広げるた
めには 
不可欠な要素です。コ
ストは必要ですが、ニュ
ートリノ 
の研究のみならず、生
命科学等にも重要な研
究拠点を 
提供し、幅広い目的をも
った重要な施設だと考
えています。 
間違いなく、必ず進める
べき施策の一つです。 

6163
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARK)

このまま
推進す
べき

J-PARKは最先端の科
学を推進しており、日本
の科学技術維持のため
必要不可欠である。 
本研究は物質内部の状
態を調査する基礎物理
科学研究の重要な要素
であり、環境問題の解
決、先端材料開発、生

これまでの研究で世界
最高強度ミュオンを発
生させ、世界最高レベ
ルの計測装置として、
基礎科学や産業分野ま
で幅広い活用により、
日本技術の世界最高レ
ベルの維持、発展に寄
与できる研究である。 
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命科学の発展に重要度
がましている。 
基礎物理研究は日本の
技術力を維持、発展さ
せるためには必要不可
欠である。

ミュオン科学は発展途
上で他の手法では到達
できない新たな分野を
開拓する可能性があ
り、継続すべき研究で
ある。

6164
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20106
準天頂衛星
システムの研
究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

測位システムの整備は
国家安全保障上重要な
技術であり、ビジネス展
開可能なものであるた
め、是非推進していた
だきたいと考えます。 
ただ、施策番号28001と
の研究内容の重複が無
いか気になるところで
す。

宇宙でビジネスとして成
立しているのは衛星通
信、衛星画像販売、
GPSくらいなので、国際
競争力を持たせるため
にも、自前の測位シス
テムの整備は必要不可
欠と考えます。 
また、潤沢とは言えない
予算を有効活用するた
めには、省庁の枠を超
えた研究組織が必要で
は無いかと考えます。

6165

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球環境、地震津波な
ど、人類社会に直接ま
た間接的に関与し、人
類社会の未来を設計す
る上で欠かすことのでき
ない研究を推進してい
る、重要な施策である。

地球物理、地質学的観
測、物質科学的、シミュ
レーションなど多岐にわ
たる研究が一堂の元に
行われている。若手研
究者の育成、連携も行
いつつ、世界から注目
され期待されている深
海掘削計画（IODP）をソ
フト面で支えている。そ
の研究体制を維持する
ことは必要である。

6166

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

・女性研究者の割合と
同等な比率で女性審査
委員を増やす。

同じ年齢であっても，昇
進が遅いといわれてい
る女性研究者が，研究
者の数の比率で審査員
に加わっているとは思
えない。 
研究者の比率相当に審
査員に採用されれば，
従来と異なる視点での
審査もおこなえ，結果に
も反映して，より現実社
会に近い視点から研究
を評価できると思う。 

6167
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的な競争力を有す
る研究拠点づくりのた
め，第一級の力量を持
つ研究者等を育成する
ことを目的とするグロー
バルCOEプログラムを，
今後も推進すべきであ

天然資源に乏しい我が
国において，科学技術
と知的財産は必要不可
欠であり，それらを生み
出す博士号取得者・研
究者の育成が重要であ
る．グローバルCOEプロ
グラムは，国際的に通
用する研究拠点形成と
同時に，将来の優秀な
研究者育成の場とし
て，また任期付きの不
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等） る． 安定なポストに身を置
いて日々研究活動を続
けているポスドクの活躍
の場として機能してお
り，重要であるため．

6168

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

6169

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

個々の大学や研究所の
経費で生物資源の確保
をすることは非常に困
難であり、長期に安定し
て持続する機構を確立
すべきである。また、海
外の資源供給機関との
連携もすすめ、LMO等
の問題でも国内の研究
者の利便を図る機関が
望まれる。目先の利用
価値等に惑わされず、
長い目で見た基礎研究
のための機関であるべ
き。

これまで国内の優れた
研究により得られた生
物資源をもとに、多くの
研究者が国際的レベル
の研究を進め、また海
外との共同研究を行う
きっかけをつかんでい
る。

6170
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミックス
研究

このまま
推進す
べき

地球に関する実態は解
明に至っておらず、尚一
層の各分野での研究が
必要と考えられる。

日本における地質及び
構造の概略については
陸上部においては処々
の研究により解明され
て来ているが、海洋部
における地殻の精密な
構造、挙動等について
は解明されておらず、
特に近年起こると言わ
れている巨大地震につ
いての予測については
一般国民は期待してい
るところであり、基礎研
究の充実により現実可
能な予測の早期実現を
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期待しているとことであ
ります。

6171

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎から応用まで含め
て自然科学の研究を支
援する科学研究費補助
金は、ぜひこのまま推
進すべきです。

これまで自然科学の研
究により、革新的な結
果も生まれている。これ
ら基礎的な研究は、将
来の日本の科学の発
展、国際競争に勝ち残
っていくのに非常に重
要です。科学研究費補
助金の推進が抑えられ
るのは、その芽を摘む
ようなもので、現在およ
び将来大きな禍根を残
すと考えます。

6172
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

国民がICTの恩恵を低
コストで享受し国内産業
を発展させるためには、
大学、企業の研究機関
が世界に伍する情報通
信技術を生み出す必要
があります。そのために
は、利用者の望む性能
のネットワークの適応的
な選択・構築技術等、
新たな技術を実証実験
可能な大規模ネットワ
ークテストベッドが不可
欠であり、構築を推進
すべきと考えます。

ICTは生活にとって不可
欠な技術となり国民は
その恩恵を享受してい
ますが、ICTの根幹をな
すインターネットは、米
国が長期にわたり予算
を投じて構築したネット
ワークテストベッド
ARPANETが発展したも
のであります。
ARPANETから現在のイ
ンターネットに至る過程
で、米国の大学、企業
の研究者はこれを利用
して次々に新たな情報
通信技術を生み出し、
結果として現在のコンピ
ュータ、ネットワーク産
業は米国企業が独占す
る結果となっています。
一方で、インターネット
利用の急速な拡大から
そのスケーラビリティや
セキュリティ等に限界が
見えたことから、米国や
EUではインターネットを
再設計して新たなネット
ワークインフラを構築す
るための研究を推進、
予算を投じている現状
があります。たとえば、
これまでのインターネッ
トは単一の物理ネットワ
ークで構成されていた
ため、利用者が使いた
いアプリケーション（テレ
ビ会議、遠隔医療等）に
応じたネットワークを提
供することができず、ネ
ットワークを利用した新
たな産業の創出の障壁
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となっていました。日本
の研究機関が世界に伍
して新たな情報通信技
術を創出し、国内産業
の発展や新規産業の創
出を促進させるには、
新たな技術の大規模な
ネットワークテストベッド
下での実証実験が不可
欠であり、個々の機関
によるその構築、維持
は困難である事から、
本テストベッド構築を政
府が推進する必要があ
ります。本テストベッドに
おいては新たなサービ
ス機会に発展する新し
いネットワークプロトコ
ル、アプリケーションの
実証実験を可能とする
仮想的なネットワーク分
離機能を有するネットワ
ークインフラが必要であ
ると考えます。

6173
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域においては特徴あ
る産業基盤を活かしな
がら産学官連携により
地域産業のイノベーショ
ンに取り組んでおり、引
き続きこれらの取り組み
を支援していただきた
い。

地域産業のイノベーショ
ンを引き続き推進する
ために、国の支援が不
可欠である。

6174

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

強く推進
頭脳流出ではなく、循
環させることで真の国
際化が図れる。

6175

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

外部から有用人材を配
置する事は非常に良い
事だと考えるが、児童
への質の高い教育もあ
るが、小学校の教員と
のより強い連携を図っ
て欲しい。

幼少時、理科の興味を
削ぐ授業を受けるた場
合、中学や高校で数学
や物理、化学、生物に
苦手意識を持つ。その
まま大学等に進学し教
員になれば、また興味
を削ぐ授業を行う。この
悪循環が日本の根幹を
揺るがしかねない事態
になると考える。教員に
なる者が全て教員を志
望している訳ではない。
ただ資格を取る為だけ
の場合が多い。この実
態から考え得るに、前
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述の悪循環は非現実的
でもない。

6176

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24103
海洋鉱物資
源探査技術
高度化

このまま
推進す
べき

資源探査を最適・迅速
に行うためには、その
探査技術の速やかな開
発が必須である。早急
に推進すべきである。

日本国民の将来にわた
る幸福・発展のために
は、その活力の源であ
るエネルギー・資源の
確保を速やかに行うこ
とは不可欠である。中
国が最近の経済発展を
背景に、ぶったくり的に
鉱区申請などを行って
いるのを見るにつけ、危
機感を抱いている。

6177
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

資源のない日本の宇宙
科学技術を推進する事
業であり推進すべきで
あると考えます。

日本は政治経済で停滞
していますが、はやぶさ
の成功は、国内外に大
きな注目を浴び、また科
学技術に対する国民の
意識を高めました。ぜひ
次の世代に引き継げ
る、有望な技術の開発
を止めないでいただき
たい。

6178

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

予算を増やし継続する
こと

国内外において展開す
る地域研究の振興のた
めには不可欠である。

6179

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外特別研究員は予算
を増やして推進すべき

若手研究者が海外にあ
まり行かない傾向があ
るのはよくない。科学者
として視野を広げグロー
バルな思考を身につけ
るためにも海外に出る
べきでその後押しをして
頂きたい。

6180

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

地域大学には地域の特
性・経済状況に応じた
様々な要望があるが、
現況、対応するヒューマ
ンリソースが不十分で
ある。人材育成や研究
者の集積によって、大
学の地域貢献が大幅に
促進されると期待でき
る。

地域大学の地域経済と
の係りは年々強まって
おり、いまや切り離すこ
との出来ない関係とな
っている。大学卒業後、
地域経済を牽引する人
材として地域に残り、引
き続き大学との関係を
継続することによって、
研究の継続性を保つと
共に、学生・地域社会
双方に化学反応をもた
らすことができる。

6181

民間 40～
文部
科学

24191 第２６号科学
衛星（ＡＳＴＲ

このまま
推進す

第２６号科学衛星（ＡＳＴ
ＲＯ－Ｈ）は我が国の宇
宙科学の分野において

本プロジェクトは、Ｘ線
による解析により宇宙
の歴史や構造を解き明
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企業 49歳 省 Ｏ－Ｈ） べき 重要なプロジェクトと思
います。是非推進して
頂きたいと考えます。

かすと言う非常に大切
なプロジェクトと考えま
す。

6182

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

NMRの利用範囲をタン
パク質の立体構造解析
に限定せず、広く外部
に開放することを目的
にすると良い。したがっ
て、タンパク質の研究を
目的とする本事業から
NMR外部解放を分離
し、spring-8のように独
立した事業にすべき。タ
ンパク質の研究につい
ては、個別研究であり
科研費のような競争的
資金で行うべき。NMR
施設の老朽化が進み施
設の維持管理が今後さ
らに必要になることが予
想され、さまざまな分野
での広報活動を積極的
に行っていくには更なる
予算が必要であると考
えられれる。

国際的に見てNMRをタ
ンパク質の立体構造解
析に利用する例は少な
く、天然および合成有機
化合物の構造解析や物
性解析に利用する例が
圧倒的に多い。実際、
NMRは何でも出来る分
析装置であり、利用目
的をタンパク質に限る
のは資産の有効利用に
反する。広く利用テーマ
を募集しているNMRの
外部開放にそぐわない
事業目的である。

6183

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金制度
の予算規模をさらに拡
大し 
また充実されることを求
める。

国際的に第１級の水準
の基礎科学研究を推し
進めることは 
少ない資源しかもたな
い日本において新しい
技術、産業を生み出す
源であり、 
将来をになう人材を生
み出していくためにも不
可欠である。 
特に基礎科学において
科学研究費補助金制度
は非常に大きな役割を
になっており、 
これを充実することは重
要であると考える。 

6184

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
日本の科学・技術の推
進に多大な貢献をして
きたし、今後も必要であ
ると考える。

新機軸の着想のもと、
個人での研究活動、あ
るいは所属機関の垣根
にとらわれない研究活
動を行うためにも重要
な枠組みである。純粋
に学問的な見地から補
助していただけるので、
国の施策としてより強化
していただきたい。

 本事業の骨子の一つ
であるグリーンイノベー
ションの発展において、
あるいは最近取りざた
されている食料、エネル
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6185

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

昨年度の最先端研究基
盤事業に引き続き大
学・研究機関を核にした
グリーンイノベーション
事業を推進すべきであ
る。また優れた若手研
究者に対する十分な研
究費の確保も検討して
いただきたい。

ギーおよび温暖化問題
を解決するためには、
植物のもつ能力を最大
限に引き出す必要があ
り、そのため植物科学
分野のさらなる発展が
重要であると考えてい
る。日本には各地域に
世界と競争できるポテ
ンシャルを持った研究
者がおり、そこを拠点と
して研究基盤を整備、
強化することで世界に
発信できる研究成果が
期待される。このような
施策は継続性が求めら
れるため、昨年度の最
先端研究基盤事業を改
めた本施策を強力に推
進すべきと考えている。

6186

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFはこれまでに無か
った不安定な原子核を
生成しビームとして用い
ることのできる最先端の
加速器施設である。こ
の加速器を使った研究
の成果を挙げ、人材を
育成すると共に、世界
中の研究者が集う研究
拠点になる研究所であ
る。これを最大限に活
用することは、非常に重
要であるため、さらに推
進するべきである。 

RIBFはこれまでに無か
った不安定な原子核を
生成しビームとして用い
ることのできる最先端の
加速器施設である。こ
の加速器を使った研究
の成果を挙げ、人材を
育成すると共に、世界
中の研究者が集う研究
拠点になる研究所であ
る。これを最大限に活
用することは、非常に重
要であるため、さらに推
進するべきである

6187
その
他

40～
49歳

総務
省

20106
準天頂衛星
システムの研
究開発

このまま
推進す
べき

既に携帯電話にも装備
されて緊急時や災害救
助でも素早く的確な位
置測位に利用され始め
ているGPSのより確実
な測位に必要な補完衛
星を、技術試験だけで
終わらせていいという状
況ではない。

多くの人が、今回の「み
ちびき」(1号機)だけで測
位精度が大幅に向上す
ると勘違いしている。逆
に言えば、測位精度の
向上にみんな期待をし
ているという事だ。

6188

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光エッジノード技術の開
発に継続して取り組む
べき

データレートの高速化
は社会インフラ整備の
一貫である。 
光通信は我が国が世界
トップレベルの技術を開
発しており、競争力の維
持の観点からも必要で
ある。 
通信の消費エネルギー
削減（グリーン化）の観
点からも必要。

大学・
公的
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6189

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立して
研究できる環境を整備
することは重要である。

若手研究者養成は将来
に向けて国家の科学技
術の礎となるもので、そ
の支援策として必要で
ある。

6190

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

推進す
べきでは
ない

この事業を総務省の事
業として、しかも競争的
資金とせずに、新規事
業としておこなう理由が
分からない。 
この分野の研究開発に
は、ノウハウのある文
科省か厚労省で行うべ
き。

総務省の研究開発事業
は、そのノウハウの低さ
等に起因し、資金の使
い勝手が悪い。「企画
競争により決定」とある
が、競争的資金でもな
いことから、すでに選定
先が決まっているばら
まき事業のように思わ
れる。NICTがおこなう性
質でもない。このような
予算は省庁の枠を超え
て、文科省か厚労省に
配分すべき。

6191
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27156

次世代地球
観測センサ
（高性能ハイ
パースペクト
ルセンサ）等
の研究開発

このまま
推進す
べき

●食料の安定供給のた
めに、水稲等の収穫予
測、生育状況把握を行
うことは重要であり、そ
れを可能にするハイパ
ースペクトルセンサの開
発は大いに推進すべ
き。 
 
●石油・金属等の資源
探査能力が向上し、エ
ネルギー安定供給の確
保につながることから、
ハイパースペクトルセン
サの開発は大いに推進
すべき。

上記に含む

6192

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

資源の乏しい日本が，
今後も発展していくため
には，人材育成とその
基盤となる研究開発
は，人文・社会科学から
自然科学まで全ての分
野にわたって，基礎研
究から先端研究まで幅
広い研究が求められ
る。特に，国立大学の
運営費交付金が削減さ
れている中で，本経費
は教員にとって重要な
経費であり，より一層拡
充すべきである。特に
基礎研究においては，
早急なる成果が出るわ
けではないことを前提
に，表現は適切でない
かも知れないが，むしろ

学術研究というものは，
直ぐ成果が出るものば
かりではない。幅広く研
究費を措置することで，
その中から1つでも多く
の成果が出ることを期
待すべきである。ただ
し，なかなか成果が出
ないからといって，経費
削減を行うようであれ
ば，日本の将来はない
と思われる。
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バラ撒き的な交付が求
められる。

6193
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

将来の超高速光ネット
ワークは継続的な基盤
研究の結果として構築
可能となると思うので、
精力的に研究開発を進
めてもらいたい。

エネルギー/エコロジー
の観点と、情報社会に
生き残る観点からも、こ
の種の研究開発に投資
するべきと考える。

6194
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24136 WPI
このまま
推進す
べき

IPMUの活動は重要。

天然資源の少ない日本
では、人財の創成が重
要である。現代では、才
能の上に、世界と伍して
いく語学力、アピール
力、コミュニケーション
能力などが必須となる。
IPMUには、人財の育成
を含めた世界のトップレ
ベル研究拠点として、日
本と世界を牽引していっ
ていただきたい。

6195

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

このRIビームファクトリ
ー計画をこのままの規
模・水準で推進し、世界
に先駆けた研究成果を
質と量がともに充実した
形で作り出していくこと
が重要である。

RIビームファクトリー計
画は原子核物理のみな
らず、「原子核とその利
用」に関する全ての分
野において重要なのあ
る計画であり、日本の
科学・技術を世界一の
水準に保つためには、
この分野で世界をリード
することが必要である。

6196

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

成果を充分に評価した
上で、よい成果を上げ
ている拠点については
資金的にさらに充分に
手当をする傍ら、スクラ
ッチアンドビルドを行い
新たな研究拠点の参加
の機会を確保して新陳
代謝が行われるように
するべきである。ただし
どの拠点も最低１０年
は成果が出るまで継続
的に支援するべきであ
る。

世界的に非常に高い評
価を得て大成功してい
る拠点もあり、このまま
十分な発展が出来るよ
う支援を継続するべき
である。財政的理由に
よる安易な経費カットは
日本の学術研究に対す
る国際的評価を損なう。
その一方で巨大な経費
が特定拠点に集中して
いるので、新たな拠点
形成の機会を設けられ
るようにスクラッチアンド
ビルドも検討するべきで
ある。

6197

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

当センターが実施して
いる当該事業は23年度
が最終年度であり、今
後の地域産業に資する
成果が見えてきている。
事業を有効たらしめる
ため継続いただきた
い。

施策を継続いただかな
いと事業がストップして
しまい、今までの研究
が成果として活用できる
ようにならない。

ＲＩビームファクトリー
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6198

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

ＲＩビームファクトリーは
このまま推進すべきで
ある。むしろ、現在の運
転費は５カ月程度であ
り、運転費増により本施
策をさらに強化する必
要がある。

（RIBF）は当該分野にお
ける世界一の性能を誇
り、原子力エネルギー
の基礎科学としての原
子核研究、宇宙におけ
る元素合成研究などが
展開されている世界の
研究拠点である。欧米
が次期計画を打ち立て
RIBFを猛追し背後に迫
っており、運転費増によ
る成果の大量生産がい
ま最も必要である。

6199

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金が日
本の基礎科学研究を担
っていると言っても過言
ではない。基礎科学研
究は利益に直結するも
のではないため軽視さ
れがちであるが、それ
がしっかり行われてい
ない国は二流国家のそ
しりを免れない。これま
で欧米に大きく後れをと
っていたが、ようやく日
本が世界をリードできる
ようになってきた。今こ
そ科学研究費補助金で
日本の基礎科学研究を
発展させるべきである。 

基礎研究はすぐに製品
開発などに応用される
ものではないが、日本
国力の基礎を支えるき
わめて重要なものであ
る。基礎研究において
世界をリードすることは
日本人としての誇りを芽
生えさせ、結果として国
力の増強につながると
信じる。

6200

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開-最先
端宇宙科学・
技術と人材
育成をセット
にした新たな
海外展開戦
略-【特別枠
該当施策】

このまま
推進す
べき

我が国の宇宙開発が着
実に推進されることを望
みます。特にＧＰＭは非
常に重要なミッションで
す。

宇宙開発は進まなくな
った瞬間に陳腐化が始
まる。新しいチャレンジ
を続けることがぜひ必
要です。
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